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岩手県旧沢内村「生命行財政」の分析と評価
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要　　　旨　　 本研究の目的は岩手県旧沢内村における「生命行財政」を主な対象にし、その歴史的な考察を
通して過疎地域からみた公的医療の問題を明らかにし、その政策課題を提起することである。　
　① 1980 年代なかば以前の「生命行政」に対象を限定し、積極的な評価だけを与えてきた先行
研究の不十分さをカバーした。②農村地域医療研究で不十分な自治体財政、公立病院経営の側面
に焦点を当て、構造的な問題を明らかにした。③農村地域医療の理論構築および議論展開の出発
点として公的医療・病院像、保健行財政などを問い直した。
　公的医療の成果として住民参加・自治にもとづく「生命行政」およびその理念継承のモデル化
があげられるのに対して、その問題は沢内方式の変質であり、国の（地方）行財政構造改革や医
療制度改革などが主な契機になっている。その中長期的な課題として沢内方式の現代的な再構築
があげられる。
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はじめに
　日本の地域医療が健全でないことは明らかであ
るが、とくに過疎と呼ばれる地域における多くの
不利な条件の下での医療供給（体制）の深刻な実
情は、時期によって濃淡はあれ長期にわたる構造
的な問題となっている。国の責任が憲法に基づき
問われることは言うまでもないが、過疎地域では
民間部門が脆弱であるために、公立医療機関（地
方自治体）の役割が大きくならざるを得ない。こ
れに対して、近年、国（中央政府）の基本的政策
や法制度改正の位相は歴史的に最も「私（民間）」
に軸足が置かれているという評価があるが、行財
政・経営面から、公的医療の大規模な縮小を余儀
なくされており、例えば、その背景の一つに総務
省「公立病院改革ガイドライン」があげられる。
　自治体立病院の経営悪化を背景に、2007 年 6
月公布の「地方公共団体の財政の健全化に関する
法律」にもとづき、総務省は 07 年 12 月に地方自
治体に「公立病院改革ガイドライン」を通知し、「公
立病院改革プラン」の策定を迫った。それをみる

と、もはや「公立」としての経営の内容およびそ
の根拠を問わない、その黒字化への病院間競争と
いった様相を呈し、黒字でなければ医療供給（体
制）の縮小を半ば強制される性格が濃厚であり、
過疎地域における公立病院は非常に厳しい局面に
置かれている。こうした非常に限定的なアプロー
チは受け入れられるのか。
　地域医療とは、ひとまず「地域住民が抱えるさ
まざまな健康上の不安や悩みをしっかりと受け止
め、適切に対応するとともに、広く住民の生活に
も心を配り、安心して暮らすことができるよう、
見守り、支える医療活動」、「地域住民のための生
活支援活動であり、地域医療の主人公は地域住民」
であるとすれば 1）、地域住民は少なくとも医療供
給者と信頼関係を醸成しながら地域の医療を構築
していくことになる。
　地域医療の実情や問題は（大）都市と農村・過
疎地域で大きく異なるし 2）、それらを鮮明にする
ためには、公立・民間医療機関（医師や看護師等）
の供給側と地域住民（患者）の需要側の視点だけ
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では不十分であり、媒体者（国、県、市町村）も
加え、各々の関係が重視されなければならない。
医療と保健、福祉との連携、さらにくらしやしご
ととの関わりも非常に重要になり、これを踏まえ
た地域のビジョンにまで目を向ける必要がある。
　このように地域医療にアプローチし、過疎地域
における医療とくにその供給問題を歴史的に明ら
かにしていく場合、積極的に摂取することができ
る事例の一つとして、岩手県旧沢内村（現西和賀
町）の「生命尊重」の村づくりがあげられる。こ
れは「人間の尊厳や健康（人間発達）さらにくら
しを最優先する村づくり」を意味し、1950 年代
後半から実践され、多大な成果を収めている一方
で、幾度か大きな「揺らぎ（危機）」に直面し、
医療供給や病院経営で顕著にみられる。
　本稿の目的は岩手県旧沢内村における「生命尊
重」の村づくりの支柱である「生命尊重行政」を
主な対象にし、その歴史的な考察を通して地域医
療行財政の問題を明らかにし、その課題をいくつ
か提起することである 3）。
　本研究の意義は先行研究がほとんどカバーして
いない「生命尊重行政」の 1980 年代後半以降の
実態も多くの行財政資料や関係者への聞き取りな
どを通して明らかにし、分析することによって、
それを理念として掲げる重要性に加えて、地域医
療に関する議論の出発点を再確認あるいは再認識
することができる点にある。さらに過疎地域にお
いて集落の衰退や消滅が加速し、全国的に無縁死

（無縁社会化）や高齢者虐待が増大するなかで、
地域のくらしを支える行財政のあり方を導出する
ことができる。

Ⅰ．深沢晟雄と生命尊重行政
　本節では岩手県旧沢内村の「生命尊重」の村づ
くりおよび「生命尊重行政」（以下、「生命行政」
と略す）について先行研究にしたがって 1950・
60 年代を中心に整理しておく。
　貧困、多病多死（自殺、中絶を含む）、豪雪の
三重苦の軽減、克服に「生命尊重」を村是にして
取り組み、とくに乳児死亡率ゼロの達成（1962

年 1 回目、2000 年 27 回目、57 年の出生 1,000 人
に対する死亡数 69.6）において大きな成果を収め、
全国に名を轟かせたのが旧沢内村の教育長（54
～ 56 年）、助役（56 ～ 57 年）を経て村長（57 ～
65 年）に就任した深沢晟雄（1905 ～ 65 年）であ
る。彼が主張する「生命行政」の土台は憲法に反
する人間の格差を認めないことである。深沢を中
心に「生命行政」を詳細に調査した及川和男の著
書『村長ありき−沢内村深沢晟雄の生涯−』

（84 年）において彼が生命行政への思いを語って
いる一幕が紹介されている。
　「人間の生命や健康は、人間の尊厳の根本であっ
て、それに格差がつけられることは絶対に許され
ないことです。だからわたしは、国民の生命や健
康に関することは、教育問題と合わせてすべて国
家の責任で管理すべきだという考えです。今すぐ
それが叶わないのであれば、せめてこの村だけは
村の責任で村民の生命と健康を守りたい。村民が
病気にならないように、予防に重点を置いた保健
活動を徹底していきたい。そうしてみんなが、安
らかな自然死にたどりつけるようになれば、沢内
村の貧困も解決できる…。ですから、保健活動が
主体で、その中に病院経営があり、医師の任務が
あるということなんです。」 4）（p.164）
　深沢は村長就任後、村民のもとへ積極的に出向
く、いわば「行脚」と「対話」を重視し、村職員
も巻き込みながら「地域の民主化」を推進するな
かで、婦人の可能性に着目し、婦人会の充実・強
化をサポートしていく。婦人会の集会や老人クラ
ブにまめに出席し、婦人や老人の声にも真摯に耳
を傾けた。「深沢さんにとって何よりも重要なの
は、部落公民館で頻りに開かれる対話集会でした。
村の議会では耳にできないことが聞かれるからで
した。そこに集まる人は一切肩書き抜きで、みん
な一人の人間として参加するのです。」「生活は台
所から守らなければならない、といった大事なこ
とに気づくのです。」5） 

　深沢村長時代の保健行政の詳細は菊地武雄『自
分たちで生命を守った村』（1968 年）、畠山富而『野
の花−岩手の母子保健に生きた人 −々』（第
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12 章、82 年）、太田祖電・増田進他『沢内村奮戦
記』（83 年）などに委ねるが、その最大の特徴は
保健婦の量と質にあり、前者については人口 5 千
人当たりの数が県内で最多（3 ～ 5 人）で、後者は
多様な訪問事業、指導・相談業務、各種検診の実
施、調査研究など老若男女問わず、くらしの見直
し（公衆衛生）に関して多岐に及んだ点にある 6）。
そして、医療と福祉、集落間のつなぎ役になって
いたことも付言しておくべきであろう。
　これに対して医療費負担の重みから患者が潜在
化することを防止し、村立国保沢内病院とその医
師・看護婦等を心身のセーフティネットにできる
保健と医療の一体的システム（保健「主」・医療

「従」）の柱として 7）、（新）国民健康保険法施行
後の 1960 年（昭和 35 年）から実施されたのが老
人医療の窓口負担無料化、すなわち 65 歳以上の
村民に対する国保 10 割給付であり、61 年から 60
歳に引き下げられ、さらに給付対象に乳児も加え
られた。これらの成果として、重症患者や乳児死
亡の減少などがあげられるが、これ以上に村が明
るく、嫁と姑の関係が良好になり 8）、いわば家庭
から村全体まで幅広く結果が出たのである。つま
り、家庭という社会の基礎単位や村全体の秩序を
築き、保つことになる。
　深沢は他の自治体（首長）と同様に医師招聘に
非常に苦労し、ましてや保健と医療の一体システ
ムの構築・強化に理解があることを条件にしてい
たので、なおさらであった。彼は派遣医師の人格・
資質の点で岩手医科大学と縁切りを宣言し、母校
である東北大学の医学部でその執念を燃やすこと
になる。そして、沢内医療を長期で支えることに
なる加藤邦夫（内科）を 1960 年に院長として迎
える。さらに秋田県横手市の厚生連平鹿総合病院
を親病院とし、あらゆる援助を得ること、岩手医
大のうち唯一協力的であった小児科を研究指導機
関とし、保健活動に対して助言指導してもらうこ
とに成功したのである 9）。
　1962 年作成の「沢内村地域包括医療実施計画」
は目的「1 幸福追求の原動力である健康を人生の
あらゆる時点で理想的に養護する。2 生存地域社

会環境（自然的環境・社会的環境）の健全性の開
発向上を期する。」、目標「1 すこやかに生まれる

（健全な赤ちゃんを生み育てる）、2 すこやかに育
つ（心身ともに強靭で聡明な人づくり）、3 すこ
やかに老いる（健康体老人づくり・不老長寿・生
存限界年齢・自然死への接近）。」とし、そして「誰
でも（どんな貧乏人でも）いつでも（24 時間 365
日生涯にわたって）学術の進歩に即応する最新・
最高の包括医療サービスと、文化的な健康生活の
保障を享受することが必要である。」とし、村（自
治体）の生命尊重にもとづく行政責任が明確にさ
れる。
　こうした地域包括医療、すなわち保健・医療（病
院）を中心とし、かつそれらが福祉を含むような

「沢内方式」をスムーズに進めるために、1963 年
に、「村立病院」、国保を扱う「保険課」（健康管
理事業も部分的に担う）、「福祉課」を組織再編し
て厚生部を創設した。その部長を沢内病院長とし、
そのもとに両課に加えて、医療の中心である病院、
健康促進と予防を担当する「健康管理課」（副院
長が課長を兼務で、保健婦等を課員とし、病院の
一室に設置された）を設置し、従来の縦割りでは
なく、保健・医療・福祉の総合化を図る横割りと
した。
　「沢内方式」の実践・充実に関しては 10）、1963
年（昭和 38 年）に副院長として東北大学医学部
出身の増田進（外科）が招聘され 11）、65 年に地
域栄養士（専任）が配置され、血圧センター（36
年）、血液管理センター（39 年）、母子健康セン
ター（40 年）が設置され、63 年に全村民の健康
管理台帳が整備され、そして沢内病院から遠距離
の部落、川舟に診療所（37 年）、貝沢、若畑、長
瀬野にそれぞれ出張診療所（41 年）が建設され、
機動力を強化するために救急患者輸送車（33 年）、
雪上車（39 年）、マイクロバス（41 年）が整備され、
67 年に患者無料送迎バスが運行開始された 12）。
　地域包括医療の実践さらに「生命尊重」の村づ
くりにとって、豪雪の軽減、克服はブルドーザー
の購入および除雪による冬期交通の確保であった
のに対して、貧困のそれは経済面を中心に多面的
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な意味を持っており、内発的な産業振興や農業基
盤整備、居住改善や教育充実などがあげられる。
これに関わる社会教育（教育委員会との連携）は
保健、医療、福祉の基盤として最も重視された視
点の一つであり、それによる三貧追放、つまり体・
心・経済の貧乏の克服は最優先課題になっていた。
婦人会、青年会、若妻会などのサポートに重点が
置かれ、これらが健康教育の中心的役割を担い、
相互の協力、連携により部落単位で推進システム
を構築し、各家庭に浸透するように工夫、努力し
たのである。
　何よりも保健行政を最優先した深沢村政であっ
たが、次の久保村長（前職村議会議長）の時に、
ＮＨＫが 1967 年 3 月 4 日の放送における「ある
人生」というプログラムで、「健保村長記−晟雄
につづけ“日本一”を引き継いだ村長−沢内村・
久保氏の苦悩」と題して、「偉大なる生命行政も、
限られた村の財政の中で、それを行なうことは当
然の結果として村の行政の中にいろいろなひずみ
をつくる。それは深沢氏他界の後急速にやってき
た。日本一の保健行政を維持しようとすれば、他
の仕事はストップし、他の行政に力を入れようと
すれば保健行政の後退を余儀なくされる。」と問
題提起している 13）。
　久保村長は老人医療費の一部有料化を表明した
ことがあったが、村民の署名運動が展開され、最
終的に公約として「いかなることがあっても、生
命行政は一歩も後退させない」ということになっ
た。村財政との関わりは国保事業（特別会計）や
病院事業（企業会計）も含めて保健行政とは切り
離せない論点であり、後に何度かターニングポイ
ントをもたらすことになる。『自分たちで生命を
守った村』においていくらか言及されているので
その特徴を整理しておく。なお、当時の保健活動
に関するコストの大半は衛生費（一般会計）ではな
く、国保会計に含まれていることに注意を要する。
　①国保支出総額（例えば 1965 年度約 4 千万
円）に占める保健活動費（国保分）の比重は 61
～ 65 年度の順で 8.5％、11.0％、12.8％、12.2％、
13.7％で増大し、その金額も 1,361 千円から 5,498

千円まで上昇し、また一般会計総額（65 年度約
1.5 億円）に占める国保会計への繰出金の比重は
2.6％、4.6％、6.5％、6.1％、4.0％で、その金額
は 64 年度の 6,937 千円（61 年度 1,500 千円）ま
で増大し、65 年度 6,026 千円に減少している。
　②国保会計（1964 年度）では県内のいくつか
の町村に比して、国保加入者 1 人当たりで保健活
動費（2,266 円）は突出して高く 14）、保険料（1,318
円、県平均 1,201 円）、繰入額（1,324 円）も最
高であるのに対して、年間受診率や外来診療費

（3,808 円、同 2,683 円）は隣接の湯田町（現西和
賀町）に次いで 2 番目で、入院費（1,651 円、同 1,943
円）は中位であった。この時期の最大の特徴とし
て保健活動費の高い比重があげられる。
　沢内村は医療費（国保）10 割給付の対象を表 1
のとおり、1973 年に母子家庭、重度心身障害者
などにまで広げ、同年に 5 度目の乳児死亡率ゼロ
を達成した。また、この頃までに保健文化賞（第
一生命主催、厚生省他後援）をはじめ数々の賞を
獲得している。さらに、70年代以降、地域医療に
携わった者のうち増田院長や保健師など個人ベー
スでも多くが様々な形で表彰されるまでに至る。
そして、いずれも口を揃えて、チームワークが支
えになったことに言及し、医師は地域（社会・経
済）に溶け込む努力をし、ワンマンチームではな
く、チームの一員に徹した点に大きな特徴がある。
　こうした主として行政内部のことに対して、及
川和男は著書『村長ありき』で以下のように、そ
れでは十分に説明できない「生命行政」の本質に
言及しており、特筆に値する。すなわち、「村長
が引率するという形では、それがどんなに正しい
ものであっても、真の住民の運動にはならない。
たとえ時間がかかっても組織的に討議して、各組
織をとおして全村民のものにしていくことが重要
であり、そうしなければ、人間の尊厳を尊重する
保健行政は成立しない。」（p.130）実際、次のと
おり、地域の保健活動が医療・病院をいわば「お
らがもの」にし、さらにくらしやしごとも変革（改
良）するまでに至ったのである。
　保健行政の民主化と一元化によって、村ぐるみ
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の保健活動を展開したが、この典型が村青連会長、
村婦連会長、地域婦人会長、生活改良普及員など
からなる教育委員会所管の保健委員会（後に沢内
村健康管理研究会、さらに隣接の湯田町との合同
による西和賀保健調査会に発展的に解消され、そ
して村長の諮問機関としての沢内村保健調査会に
至る）であり、科学的に推進するための原動力と
なった。そして、「各地区」で住民のなかから各
種団体の推薦により選出される保健連絡員（後に
保健委員）であり、保健行政・保健婦や保健委員
会とのパイプ役になり、保健活動や保健政策の普
及、浸透も担ったのである。
　これに対して保健婦、栄養士、歯科衛生士に加
えて医師や看護師なども積極的に患者（いわゆる

「がまん型」や「気付かず型」の患者、退院患者
も含む）あるいは高齢者のもとに出向き、身近な
存在としての関係を保ちながら、往診や検診等、
さらに在宅医療を通して家族や住居などの状況を
含む実態把握を行い、保健・医療・福祉の基本を

徹底するとともに、それらに関する啓蒙・指導や
懇談などの場を設けてきた15）。こうして健康教育、
予防・検診（保健）から病院における治療・リハ
ビリ（医療）、退院ケア（福祉）と退院後のくら
しまでフォローするのである。
　こうした沢内村の事例から地域保健・医療・福
祉における住民参加とその強化を通して、（個々
の）「集落・村に対する誇り」を醸成しながら、
村民の村民による村民のための村づくりを実現し
ていくことが示唆される。そして、多様な条件不
利性の下での生命尊重の村づくりが他の人口小規
模地域・自治体のまちづくりを励まし、勇気を与
えたことは言うまでもない。
　及川の言葉を借りれば、「民主主義とは何か、
自治とは何か、そして政治の原点とは何か、とい
うことを沢内村は教えている。そして何よりも、
人間への信頼をわれわれによびさましてくれる。
力を合わせるならば、人間とは十分に何事かをな
しうるのだ、ということをこのちいさな村は身を

研究ノート　岩手県旧沢内村「生命行財政」の分析と評価

特殊施策項目 事業開始年月日
昭和

１．老人に対する医療費給付
　　65 歳以上～自己負担の給付 35（1960）．12．1
　　60 歳以上～　　　〃 36．4．1
２．乳児に対する医療費給付 36．4．1
　　1 歳迄（S48．4、　県 1 ／ 2 助成）
３．各種予防接種　全額補助 38．4．1
４．結核性患者に対する医療費給付 38．4．1
５．精神病患者に対する医療費給付 38．4．1
６．母子家庭に対する医療費給付（県 1 ／ 2 助成） 48．4．1
７．妊産婦に対する医療費給付（　　　〃　　　） 48．4．1
８．寡婦に対する医療費給付 57．11．1
９．重度心身障害児者に対する医療費給付（県 1 ／ 2 助成） 48．4．1
10．分娩料補助 46．10．1
11．火葬料全額補助 45．4．1
12．各種検診
　　１）妊産婦健診（無料） 36．4．1
　　２）乳幼児健診（  〃  ） 32．4．1
　　３）胃腸病検診（一部補助） 39．4．1
　　４）婦人科検診（  〃  ） 42．4．1
　　５）出稼者健診（無料） 46．10．1
　　６）一般健康検診（ 〃 ） 58．4．1
　　７）総合成人病検診（一部補助） 52．4．1

（注）60 歳以上に対する医療費 10 割給付は昭和 46 年以降、国保だけでなく、社会保険等全保険加入者に実施されている。
（出所）増田進『地域医療を始める人のために』（医学書院、1989 年、p.122 の資料 11 を転載）

表１　沢内村における保健・医療関係のおもな給付状況
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もって証明しているのである。」（『村長ありき』
p.236）
　これに対して、村産業はいかなる変化を遂げた
のであろうか。深沢村長の時代はいわゆる「高度
経済成長期」であり、旧沢内村においても（大）
都市への出稼ぎや集団就職、進学や就職などによ
り、一時的にせよ、離村が増大するとともに、農
業従事者は減少していく（国勢調査人口 1955 年
6,713 人、70 年 5,288 人）。しかし、地域経済にお
ける農業の比重は依然として高かったために、変
貌していったとは言え、健康との関わりでは、農
家の主婦のしごととくらしの両面を通した精神
的、肉体的負担は非常に大きく、とくに主人の出
稼ぎ時はなおさらであった。また彼女らは教養の
水準と一家における地位が低く、農業労働の過重
と栄養・睡眠不足のために不健康であり、早老で
あった。
　深沢村長時代の内発的な産業振興、農業基盤整
備に関する代表的な取組みはなめこ栽培、ブル
ドーザーによる農地開墾・拡大を通した生産増大
である。昭和 36 年（1961 年）の農業基本法の制
定を経て、昭和 40・50 年代になると、遅かれ早
かれ、農業は機械化により、専業でない限り、田
植え・収穫期など一部の期間を除けば、労働力を
それほど投入しなくても賄えるようになり、婦人
の労働は徐々に村内外における製造業（パート）
をはじめ別の職種に向けられるようになった。女
性の労働の多様化は、村民の 10％強が生活保護
受給者であったかつての貧困を緩和する大きな原
動力となった。
　昭和 40 年代には農業においていわゆる「機械
化貧乏」が深刻になり、これを主な要因とした冬
期の「出稼ぎ」はその後半で多い時に 200 人に及
び、労働環境に恵まれていないことが多く、労災
事故や体調悪化も少なくなかった。昭和 50 年代
にもなると、村周辺を中心に建設業の需要が増大
し、他方で、道路整備が進むとともに車両による
移動が発達し、都市部へ通勤できるようになり、
以前に比して出稼ぎに行かなくても、就労の場を
得やすくなったが、いわゆる「日帰り出稼ぎ」が

多く、自分自身や家族の（体の）ケアに目を向け
るまでにはなかなか至らなかった。
　こうした村経済の大きな変動のなか、村当局は
1977 年（昭和 52 年）に総合成人病健診（35 ～ 59 歳）
の方法を「集団（特定の日時で日帰り）」から「人
間ドック（宿泊で個人別）」に転換し、さらに利
用者がじっくり健康相談・学習でき、利用者間で
も交流が持てるようにした。対話の重視である（増
田進）。こうした結果、働き盛りの男（・女）が
利用するようになり、その未受診率が大幅に低下
した16）。このドックの料金は（村）地域保健調査会、
つまり村議会、老人クラブ、婦人会、区長会、公
衆衛生組合など「各団体（地区横断）」の代表者
20 人からなる、村長への諮問委員会で決められ、
住民主導が徹底された。
　こうして深沢村政から「生命行政」を摂取し、
地域の公的医療の条件を考えた場合、次のように
整理することができる。①予防領域を中心にした
保健行政において人的資源や組織編成が充実して
いる。②公的な施設及び診断治療の設備という
ハード面が最低限整備されている。③年間を通し
て（公共交通）移動手段が確保されている。④医
療費助成制度が広義の保健領域に位置づけられ充
実していること。これらに対する村長の十分な理
解を通して院長・医師に加えて地域住民との信頼
関係が構築され、社会教育の視点から住民自治・
参加が充実、強化され、健康と幸福という果実が
熟していったのである。これらの点に、過疎地域
における地域医療の成果を見出すことができる。

Ⅱ．1980 年代の生命行政
　本節では 1970・80 年代を中心に旧沢内村の「生
命行政」について先行研究を踏まえて整理してお
く。

１．生命行政の充実と転機
　旧沢内村における生命行政や包括医療は地域経
済・社会の変化にも合わせようとしてきたが、村
外の諸動向に目を向ければ、1970 年代以降、70
歳以上の老人医療費無料化、健康保険の被扶養者
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の給付率引上げ、高額療養費制度の導入などを指
す「福祉元年」（1973 年）を経て、保健（健康）・
医療・福祉（介護）ニーズが増大する一方で、経
済の低成長や医療費の増大を背景に「社会的入院」
や「バラまき福祉」といった批判が高まり、1980
年代に入って国の行財政構造改革（臨調行革）お
よび医療費抑制政策が進められるなかで、村行政
は重大な分岐を迎えることになる。
　増田進は 1975 年に加藤の退職により院長に就
任しているが、彼は深沢の影響を大きく受け、「私
は地域医療活動を実践する上での基本的な方法と
して『対話』を重要視している。」「対話のない活
動や指導は、命令におちいり易い。そしてそれ
は、健康管理ではなく人間管理へと変化してゆ
く。健康に関する知識や技術が、高度になり専門
化して来るに従ってこのような弊害が多くみられ
る。」と述べている 17）。対話のない薬剤・検査依
存が否定されるのである。「専門」を強調するほど、
医師自らだけでなく、患者を安心させるように思
えるが、その意味は診療の細分化で、沢内病院に
とっては却ってマイナスになる。村で本当に専門
性が問われる疾病は年間を通してごくわずかであ
ることによる 18）。
　増田らの包括医療や村医療費給付制度は幾重に
も及ぶ「苦」の軽減・克服を目指しながら、住民（患
者）にとって病院・医師を身近な存在にし、主に
対話を通して健康（保健）・医療に関する社会的
意識を高めると同時に、早期発見・治療をできる
限り日常的なくらしのなかで実践していくこと、
そして、それらのためのフレキシブルな地域（内
部）システム構築・充実を最優先すべきであるこ
とを教えている。増田は都市に加えて農村でも顕
著になっている医療スタッフの専門・技術主義、
器械・設備の高度化・高額化などに医療・患者を
合わせていくような、いわば医療の歴史やくらし、
しごとを軽視した趨勢を常に批判してきた 19）。
　村医療コストに関しては老人・乳児医療等の窓
口負担無料化により、（少なくとも 1964 年から
72 年まで）「村の潜在的な患者の診療が容易とな
り、受診率も向上し、危機に直面していた沢内病

院も次第に健全化の歩みを続けるようになった。」20）

また、村民 1 人当たりの老人医療費は昭和 40 年
代なかば以降、全国平均を大幅に下回るようにな
り、昭和 55 年度（80 年度）「176,236 円であった。
全国平均 343,751 円の、実に半分なのである。」 21）

　昭和 50 年代なかばには老人医療に限れば、1
人当りの年間受診率は県内上位であるにもかかわ
らず、1 件当り、1 人当りのいずれの医療費も県
内最下位になっている。昭和 57 年度（1982 年度）
からは県内平均以下（75 年度以降）だった国保
税が大幅に引き下げられた。「住民の健康が向上
したのと、老人医療費などが減り、村の国保会計
が黒字続きとなったためだ。1 世帯平均税額 9 万
8 千円から約 13％、1 万 3 千円の減額である。」 22）

　こうして老人医療費の低水準、老人の高受診率
および国保特会の黒字傾向という特徴がみられる
ようになり、同時に一般会計と病院会計との関係
が問われることになる 23）。この点については後
述する。
　旧沢内村における老人医療の窓口負担無料化は

（新）国民健康保険法施行後の 1960 年から実施さ
れた点で非常に重要な意義を持っていたが、83
年の老人保健法の施行に際して、見直しを迫られ
ることになる。国が高齢者の過剰受診等による医
療費の急増、さらに高齢化を見通した財政負担の
一層の増大を理由にして、老人医療費の一部有料
化に踏み切ったのである。しかし、村では老人ク
ラブ連合会が自ら署名を集めて無料化の存続を訴
え、82 年 9 月に陳情書を議会に提出した。9 月議
会で継続審議となったが、10 月に「老人の主張
大会」（有線放送による全世帯向け公開）を開催し、
多くの高齢者の賛同を得て、12 月議会で陳情が、
83 年 1 月の臨時議会で存続（議案）が全会一致
で採択、議決された。
　前田信雄は著書『岩手県沢内村の医療』（1983
年）において沢内病院が営利一辺倒の医療を否定
し、独自のスタイルを実践、継続できた要因とし
て、次の 6 点をあげている（pp.174 ～ 176）。①
自治体立病院であったこと。医師給料制（報酬）
におけるかつての能率給つまり出来高給の方式を
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廃止し、過剰な投薬や検査などを行わないように
した。②国保という市町村立による運営組織で
あったこと。国保の事務取扱も村、保健婦の所属
も村であるために、病院の赤字を一般会計も含め
てある程度吸収できる。
　③医師の病院運営に対する考え方である。首長
や患者に加えて、出入り業者との関係においても
対話（協議）を徹底し、例えば、新薬の採択は院
内の薬事委員会に提案し、構成員で討議をして決
定する仕組みを構築していた。④僻地病院のため
に、高額器機・設備が不用であったこと。⑤村内
に開業医がいないために、競争関係をとる必要が
なかったこと。⑥議会・行政サイドの理解をある
程度得られたことである。医療内容を評価せずに、
経営状況だけで評価するようなことがほとんどな
かった。
　これに対して、同書のあとがきにみるように、

「平凡な保健活動の目標を実現させた要件は、自
治体責任と医師・保健婦の役割そして住民の支え
の 3 つである。これはどの地域でもいつでも求め
られる要件である」とする。確かに村長の存在は
大きかったが、その政策は別段特別なことではな
かったし、医師や保健婦についても自治体（病院）
さらに地域の一員として地域医療に向き合ったく
らいとすれば、最も重要なポイントは住民との対
話のなかで互いに生命尊重の精神を醸成し、限ら
れた保健医療資源の最大限の有効活用に知恵を
絞っていったことになるかもしれない。
　1980 年代なかばに沢内村の生命行政で変化が
見られるようになる。国の行財政構造改革（臨調
行革）および医療費増大抑制政策（老人の長期入
院抑制、在宅医療の推進など）の影響を大きく受
け、村行財政の見直しを迫られ、医療縮小・福祉
拡大という両者の分離と政策転換、病院の役割と
しての治療に対する特化を余儀なくされる。
　第一に、いわば独自のスタイルを放棄する「普
通の病院」化が村の「身の丈」とする雰囲気が強
くなっていく。この時期の村長は太田祖電で、久
保村長の次にあたり、1956 ～ 73 年に教育長を務
めていたが、彼は 73 年の就任時に、村民総参加

の村政、生命尊重の伝統遵守を高らかに掲げ、結
果的に 94 年の 5 期満了まで無投票当選を繰り返
したものの、国の行財政や医療に関する改革（方
針）が彼をひどく悩ますことになっていったので
ある。
　沢内病院の累積赤字の増大（1986 年度 56.7
百万円、87 年度 79.4 百万円）を批判し、不採算
地区病院であるにもかかわらず、医療体制の縮小
および収益第一主義を主張する村職員や村議員も
少なくなく、行政改革推進委員会も創設されてい
たので、太田村長のスタンスも大なり小なりぶれ、
増田病院長との対立も顕著になっていく。この点
を生命行政や包括医療の転機として位置づけるこ
とができる。
　1989 年に村長の要請で庁内に助役を委員長と
する沢内病院経営検討会が設置され、85 年以降
の経営赤字について診療所化も視野に入れて経営
健全化の検討が始められた。この検討会の報告書
は企業経営、収益増大の推進を柱にしたうえで、
内科医師 1 人削減を最優先とし、今後の課題とし
て歯科医師 1 人削減（2 人→ 1 人）、産院の縮小、
病床数半減を提起した。要するに、診療体制の大
幅縮小である。
　1991 年に全国自治体病院協議会に対して病院
経営診断を委託し、長年の様々な活動の成果が積
極的に評価され、患者数にも関わっていることに
言及されたうえで、従来の予防活動（公衆衛生・
健康管理）を中心として、救急医療や在宅医療な
どの継続を踏まえた、一般会計からの適切な繰入
れとスタッフ（とくに医師）の充実・強化による
健全化が望ましいことになったものの、病院サイ
ドを除けば、多くは軽視した 24）。
　村として沢内病院が進むべき方向を決め兼ねて
いるなかで、1992 年 4 月には「保健・医療・福
祉を考える村民大会」の開催にまで至り、太田・
増田両氏の対論他が繰り広げられた。村長は院長
と対立的な議論を展開したが、決着とまでいかず、
村としてのスタンスがはっきりしないまま、病院
経営が続けられる 25）。他方、村長は農山村地域
や小規模病院の実態に沿って財政支援・措置を是
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正してもらうために国への陳情にしばしば通っ
た。
　増田進は病院経営の赤字が問題にされるたび
に、収支という一部分を見た場合のことであって、
村の老人医療費の低水準や患者数の類似病院平均
超などを含め保健医療の全体の収支（プラスマイ
ナス）を重視する必要があり、消防署や小中学校
が赤字なので行政サービスを縮小することを言わ
ないように、病院経営も同様に考えるスタンスを
共有すべきであると強調してきた。
　第二に、保健婦の活動を巡る諸環境の変化によ
り、沢内病院や健康管理課等が一体となった独自
の保健行政に揺らぎがみられるようになる。その
典型は保健婦の削減（4 名→ 3 名）である 26）。医
療や福祉は言うまでもなく、時に生活保護（申請・
給付）や公共料金未納などくらし全般に関わる業
務範囲が広すぎるということで逆に問い直される
結果となったのである。
　事務職のような性格が強くなり、次々にコン
ピューター化への対応も迫られ、残った者はデス
クワークに追われるようになった。ある元村保健
婦に対するヒアリングでは県・村行政向けに事細
かな統計を作成、報告することが非常に多くなり、
とくに各市町村の比較に利用されることが増えた
という。すなわち、数字が独り歩きしていくこと
になるのである。
　増田は老人保健法の施行に関わって、「かつて
の皆保険と同様、全国画一的に行われたので、各
地で工夫して行われていた試みはほとんど潰され
たのです。一番致命的であったのは保健婦です。」
と述べ、次のとおり、痛烈に批判している。
　「上から来る老人保健法の指示によって、単な
る歯車として一生懸命廻ることで精一杯となって
しまいました。地域を見る余裕などもはやなく
なってしまい、検診率のパーセントに追われてい
ます。検診率はナンセンスだと思うのだが、そう
しないと補助金がどうのこうのと課長に言われる
から、まるで補助金のためにクルクル回っている
のです。少なくともわれわれの地域では効果はま
ず期待できません。」27） 

　第三に、沢内村の広報にしたがえば、村の
1986 年度予算において国保税が 85 年度当初予算
比で 25％増と記されている。さらに 87 年度予算
においてそれは 86 年度の老人保健法改正に伴い、
86 年度当初予算比で 9.5％増で計上されている。
多くの文献や論文等で村の国保税に関して、1980
年代前半の国保税の大幅引き下げが説明され、積
極的に評価されることが多いが、そうした事実ま
で把握されていない。
　第四に、過去にもあったとは言え、医師の招聘
が一層困難になるなかで（例えば 1975 ～ 78 年度
常勤医師 1 人）、国保被保険者 1 人当たり医療費
は 1972 年から 84 年まで県平均以下であったが、
85 年に内科医師が定着しないことが大きな原因
で県平均以上となる。その後も医師それ自体の招
聘、さらに包括医療の継承にひどく苦労するよう
になり、高額医療を要する住民の存在も相俟って、
徐々に上昇していく（91 年度 1 人当り医療諸費
一般分県内 37 位、老人分同 13 位）。　　
　第五に、1980 年代後半といえば、農村・過疎
地域は高齢社会（高齢化率 14％）を続々と迎え、
沢内村では 80 年 15.6％、90 年 20.8％にまで及び、
福祉（介護）のあり方が強く問われ始めたが、厚
生省「高齢者保健福祉推進 10 ヵ年戦略」（89 年）
にみるように、市町村による在宅福祉対策や福祉
施設整備が急務とされ、補助金による財政支援も
行われるようになっていく。村では後にその行財
政面においては行革委員会の存在が大きくなり、
民間活用に向けた議論が親和性を持ちながら進め
られていくことになる。
　1980 年代なかば以降、臨調型行革推進および
医療制度改革追随の村長（財政）サイド・議会多
数派サイドと、それに批判的な医師・看護師、そ
れらの狭間で悩む保健婦の間の信頼関係が脆弱化
し、対話の積み重ねも疎かになっていく一方で、
沢内病院にとって経営感覚を高める必要があるこ
とは、村長サイドから提案された経営手法に議論
の余地が大いにあるにしても、問題提起として重
要な意味があったと言えよう。
　しかし、明言すれば、仮に立場上やむを得なかっ
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たにせよ、村長サイドと病院サイドに生まれた溝
の代償は大きく、1992 年の太田の村長交替、98
年度の増田の 65 歳定年退職（特例による定年引
き上げ）、健康推進課の解体を経て、結果として、

「生命行政」に対する住民の参加さらに意識も総
体的に低下していく。したがって、これは生命尊
重の村づくりにも大きな影響を与え、後退してい
くことになったと言えよう。
　指田志津子は著書『生命満つる里、沢内村』（1989
年）において沢内村のむらづくりの原則として、
①住民との信頼関係を形成する広聴・広報活動、
②社会教育の優先の 2 つをあげており、そのうち
広報活動はかつて深沢村長がむらづくりのビタミ
ン剤であり、民主主義の栄養素であると言ったが、
それらを支える徹底した調査に基づく実態把握に
加えて、地域においても行動しながら学習する「ら
せん型学習」や、「三せい運動」などが形骸化し
ていったのである 28）。
　なお、村議 57 年（2003 年まで）、議長 46 年を、
さらに全国町村議会議長会副会長も経験した北島
暲男の存在が気になるが、この時期の彼のスタン
スを十分に把握したわけではない。しかし、異常
とも言えるような議長期間や、村外活動に着目す
れば、歴代の村長から別格の扱いを受けていたこ
とも鑑みて、単純に「名物」議長であると浮付い
た表現はできないであろう 29）。
　太田祖電をはじめ数人のヒアリング、さらに広
報をはじめ過去のいくらかの資料の範囲から、村
行政改革推進委員会の会長30）としてリーダーシッ
プを発揮したり、農業委員会や郡体育協会の会長
など非常に多くの役職も経験した一方で、国民健
康保険運営協議会 31）や地域保健調査会の会長を
歴任し、「生命行政」に一定の理解を示していた
ことは明らかになっている。議員生活をトータル
でみると、2003 年の村議選における最終順位の
当選をはじめ終盤には支持層はかなり縮小してい
たようであるが、「生命行政」に対してはどちら
かと言えば、中立的であったと思われる。

２．生命行政と福祉（介護）
　1980 年代後半以降の包括医療において最も問
われたのが福祉（介護）との関わりである。地域
社会の変化（核家族化、超高齢化等）や疾病構造
の変化などを背景に、90 年代の福祉関連法制度
の改正やそれに基づく市町村の権限・体制強化、
インフラ整備の推進など 2000 年の公的介護保険
制度のスタートに至るいわば「過渡期」または「準
備期」における、全国で見られた医療と福祉の分
離（医療縮小、福祉拡大）あるいは分担と連携の
模索のなかで、（医療・福祉的）リハビリ、長期
療養、退院ケア、さらに退院後のくらしまである
程度フォローしてきた沢内病院の福祉に果たす役
割が最大の焦点の一つになる。
　増田進は「どうしても中間施設的な働きをしな
ければならない。例えば、老人の一時預りである。
冬になると 1 人暮らしの老人はとても冬を越せな
い。雪は 3 メートル以上積もるので、もう冬眠で
ある。病院で冬を過ごして、春になると放牧する
という感じで、これは必要な機能だと思う。そう
すると医療費がかかるだろうと思うのだが、それ
でも沢内村は安いのだから、…。私たちの病院で
やっていることはナーシング・ホームでもいいし、
デイケア・ホスピタルでもあるし、あるいは地域
の病院だからホスピスも兼ねる。都会では機能分
化しているいろいろな事業が沢内病院では一緒に
なって、全部やっているということである。」と
述べる 32）。
　これは沢内病院における「越冬入院（越冬隊）」
と呼ばれるシステムであり、必ずしも利用対象を
1 人暮らしに限ったものでなく、端的に言えば、
冬季に自宅に閉じこもりがちになることがむしろ
心身の状態を悪化させ、場合によっては生命の危
険を伴うことを問題にし、保健（健康づくり）を
中心とした保健・医療・福祉の包括ケア体制の重
要な一部に位置づけられる。それが主な要因の一
つになり、平均在院日数は 1974 年に 31.5 日であっ
たが、81 年に 39.6 日になり、全国平均を少し上
回る結果となっていた。しかし、80 年代後半に
は入院が長期に及ぶほど、診療報酬の面で病院収
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入が大幅に減少する仕組みになっており、赤字が
避けられなくなる。
　「越冬入院」は村で整備され、1994 年度に開設
された高齢者生活福祉センター「かたくりの園」

（社会福祉法人やすらぎ会）が受入れ体制をやや
縮小して、生活支援ハウス（定員 10 名、11 月～
4 月）として代替的な役割を担うことになる（デ
イサービスセンターＡ型も手掛けている）33）。
　村社会福祉協議会（以下、村社協と略称する）
に長年勤務した高橋典成の言葉を借りれば、ほと
んどの地方自治体において福祉領域で担ってきた
在宅福祉支援を村では医師の往診や保健師の家庭
訪問で肩代わりし、また夜間、土・日曜日でも医
療サービスを受けられる救急医療体制を整備して
きたことなど、医療・保健が福祉の分野を担って
きたことや、無医村に泣いた悲惨な歴史を繰り返
すまいとする医療の充実が、結果的に赤字を招く
ことになったのである。しかし、累積赤字の大部
分は国保病院として将来の設備更新や、病院建て
替えのための減価償却費の積み立てができないた
めであったということになる 34）。
　1980 年代後半になれば、往診も診療報酬の面
で時間を費やす割に収入は極めて低く、1 回につ
き最高でも千円に満たない仕組みになっていた。
医師等にとって家族の様子（生活・生業環境）、家
族と患者の関係など「くらし」も知ることができ、
背後に控える病院の保健・福祉的機能としての重
要性があるにもかかわらず、困難になる状況に追
い込まれ、急速に減少していくことになる。
　他方、高橋典成の整理にしたがえば、1990 年
代半ばから介護基盤の整備に対する住民の要求が
高まり、村（行政）は重い腰をあげ始め、福祉・
介護インフラ整備に政策的重点を置くようになっ
たが、それまでは村社協がホームヘルプサービス

（訪問介護事業）、入浴サービス、配食サービスな
ど在宅福祉サービスを沢内病院等と役割分担しな
がら手掛けていた。
　ある元村保健婦への聞き取りによれば、当時は
高齢者サービス調整チーム会議が定期的に開催さ
れ、保健、医療、介護の関係機関の職員がメンバー

となり、利用者あるいは患者の情報交換をし、障
がい者福祉や住宅改善などに関する勉強会も行わ
れていたが、保健婦にとって村社協との関係は幅
広く、非常に密であったようである。しかし、こ
うした姿も徐々に見られなくなっていった。
　同じ県内でも藤沢町が長期政権の佐藤守町長の
下で、1992 年に佐藤元美医師を招聘し、町福祉
医療センター（国保藤沢町民病院、老健「ふじさ
わ」、特養「光栄荘」、デイサービスセンターなど
7 施設を病院事業として一括し、地方公営企業法
の全部適用で「統合型」運営を行っている）によ
る医療・福祉・健康づくりの連携（地域包括ケア）
を住民自治・参加を積極的に組み込みながら進め、

「藤沢モデル」として全国的に有名になっていく
のとは対照的であった。
　これに対していわば草の根の活動に関しては注
目すべき点がみられる。指田は『生命満つる里、
沢内村』において「リハビリについては、地域包
括医療の一環としての特別の取り組みはしていな
い。強制的、機械的なリハビリよりも、恵まれた
自然環境の中で、たとえば山菜採りを愉しみなが
らの機能回復訓練や残存機能再開発、言葉の教
室、人生楽園、世代間交流集会、フラワーロード
づくり、ふるさと宅急便づくり、『高齢者創作館』

（1977 年開設）の活動などの社会参加を重視して
いるのである。ただ、施設としては、1980 年に、
総合保健センターに結合させて開設した『高齢者
コミュニティセンター』の 1 階に機能訓練室があ
り、入院患者や外来患者が自由に利用している。」

（p.70）と評する。
　人生楽園（1973 年～）とは老人の生涯学習の
場であり、村、教育委員会、村社協、農業改良普
及所の共催で、受講者代表と主催者からなる運営
委員会が運営している。1 年間に全体学習講座（講
演・学習旅行など）、地区別学習講座（ふるさと
宅急便、フラワーロードづくり、くらしの中の手
工芸など）、生きがい講座（写経、スポーツ教室、
ボランティア講座）が 40 時間以上開設され、毎
年 500 人ほどのお年寄りが受講している。（指田
p.88）
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　ふるさと宅急便は 1985 年 4 月にオープンした
「福祉共同作業所」の目玉事業で、障がい者と高
齢者が主役の取り組みであり、同年 6 月に町内産
の農作物や工芸品などを箱詰めして初出荷したこ
とに始まる、いわば町内出身者も含む都市・農村
交流に位置づけられる。共同作業所の設立主体は
障害者団体連絡協議会（身体障害者福祉更生会、
心身障害児・者を守る会、精神障害者家族会）で
ある。
　老人クラブ連合会（事務局）も様々な事業を実
施しており、非常に活発である。例えば、老人医
療費無料化の継続に関する企画や運動、障がい者
の働く場としての福祉共同作業所の設置、単位老
人クラブにおける「一地区一品運動」（クラブ（地
域）にあった生産（創作）活動）の展開（1985
年から）、行政区ごとに高齢者が公民館に集う「ふ
れあいの家事業（ミニデイサービス）」、ボランティ
アグループの「スノーバスターズ」の立ち上げ、
住民参加型の食事サービスなどである。
　「スノーバスターズ」は 1989 年から村の青年会
が年 1 回単身高齢者への除雪活動（屋根の雪下ろ
しと雪の除去）を実施していたのを軸にして、そ
れを組織的、継続的に組み立てていく経緯から結
成することになった。村社協に事務局が設置され
るとともに、岩手県スノーバスターズ連絡会を
組織し、県内 5 町村で同時スタートしており、93
年の発足時で沢内村の会員は 50 名であったが、
2006 年に約 200 名にまで増大している。
　こうした高齢の健常者を主な対象に想定する、
社会教育的な視点からの高齢者の生きがい対策の
推進に対して、元村保健婦の深沢久子は（単身）
高齢者が寝たきり状態になっても、地域で暮らせ
る条件作りを目指すには最低、次の 3 つの条件が
必要であると述べる 35）。すなわち、「①在宅福祉
サービスの量的拡大、質的向上。そして高齢者の
年金でも利用できる料金の設定。②住居や居住環
境、補助器具の活用を含めた物理的環境条件の整
備。③地域皆で支え合える福祉コミュニティの構
築。」である。
　これら 3 点は沢内村に限らず、全国的な課題と

して残されていると言えるが、地域福祉あるいは
寝たきり予防の向上、充実を目標に、住民の立場
から何ができるかを考え実践してきたのが、沢内
村の以上のような取り組みである。国・地方レベ
ルの制度だけで、地域におけるトータルな暮らし
を支えていくことはできない。また、住民が構築
するサービスであっても行政のサービスを補完す
るだけでは十分とは言えない。住民が地域で主体
的にどのように生きたいかから出発しているので
ある。

３．小括
　前田の著書『岩手県沢内村の医療』は深沢時代
から 1980 年代初頭までの沢内「生命行政」とく
に地域医療に関する研究の代表的成果である。研
究対象は多岐にわたり、とくに公的責任にもとづ
く老人医療（窓口負担）無料化と村ぐるみの保健
活動を積極的に評価している。同書の最も重要な
メッセージに迫ってみると、「いろんな条件が同
時にそろわないと『第二の沢内村・沢内病院』は
生まれないのか」という疑問を想定し、次のよう
に答えている点に見出すことができる。
　「答えは簡単でないが、これらの諸条件がとと
のわないと、ときには本当に患者のための医療に
専念する医師個人だけに責任をもたせ犠牲をしい
ることになるので、ある意味ではこの疑問への答
えはイエスということになる。しかし、沢内村と
同じ原則で運営し数々の成果を上げている国保診
療施設は、全国みわたせば決して少なくはない。
沢内村のように、全部の要件がそろわなくても、
その病院はその病院なりに『不採算医療』にとり
組めているのも事実である。結局は、市町村自治
体全体からの支持と理解と協力とが、営利医療か
らの転換にあたっての、もっとも肝心な要件であ
るように思われる。」（p.177）
　さらに同書の最後でも「もっと実際的にみて、
沢内村の方式もしくは行政を、他の市町村に導入
できるかどうかの問題がある。」と、最大とも言
える論点を再度取り上げている。太田村長の方が
少し悲観的であるのに対して増田院長の方は楽観
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的であるという評価をしたうえで、「『沢内村の保
健行政は他市町村の行政になんなく導入できる』
と返事をしたい」と述べ、「特別な財政基盤があっ
て導入できた方式でもないし、予防第一主義自体
はなにも特別な方式ではないからである」（p.290）
とする 36）。
　老人保健法に対する評価は分かれるにしても、
医療関係者や市町村長の間では保健や福祉の重要
性が認識され、積極的に実践されるようになって
いるし、議会も熱心であったいわゆる「土建行政」
のような時代は終わりを告げようとしている。議
会にせよ、首長にせよ、「あとは『やる気』があ
るかどうかである」「取っ掛かりは行政主導型で
もよいし、専門職主導型あるいは市民運動主導型
でもよい。いずれにせよ、発展と継続を旨として
いけばよい。活動と事業が地について広がるなら
ば、単一でなく、必ず他と結びついた動きとなる
ものである。」最終的には、首長はいずれ交替す
るとすれば、地域から離れない「住民と専門家た
ちの力にかかっている。」と結論づけられている。
　指田は著書『生命満つる里、沢内村』において
1985 年 7 月、太田村政四期目（85 年 3 月～）に
入って直後に実施された、山村振興計画のための
アンケート調査の結果を少し紹介しているが、若
者を対象にした「村から出たいか」という最重要
の質問の一つについて、「出たい」28％に対して

「出たくない」が 52％、村に住み続けようと思う
理由として、最多が「今後の村の発展を期待する
から」であった。どのような発展を描いているか
に関しては議論を要しようが、少なくとも生命尊
重のむらづくりが積極的に受け入れられているの
はかなり明瞭である。
　こうした核心の整理やアンケート結果に対し
て、沢内村の生命行政は 1980 年代なかばに重大
な分岐を迎えたことが明らかになった。国の行財
政改革（国庫補助負担金の縮減など）や医療費抑
制政策はその役割の経済的効率性にもとづく縮
小・個別化を要請し、その財政的側面、さらに包
括医療システムにおける保健、医療、福祉の関係
の見直しを迫るようになり、首長（本庁）、医師

等（病院）、保健師、村民（住民組織）の関係に
小さくない歪みが生じるに至ったと言える。別の
視点から言えば、国の諸政策が沢内方式から遠く
なるばかりで、不採算地域あるいは僻地における
いわば先進的な事例が例外扱いされる事態に陥っ
ていくのである。
　ポスト増田の不在を含めて医師不足に直面して
いたものの、外的要因が内的要因に比して強かっ
たために、生命行政の根幹まで達することなく、
沢内方式が実質的に変質するまでには至らなかっ
たとは言え、従来の保健（健康づくり）中心のス
タイルが揺らぎ、その意義が問われるなかで、首
長や住民の当事者意識の形成あるいは向上にもと
づく現行スタイルの維持・強化や発展的な再構築
か、あるいはいわば「住民の主体性なき法制度追
随の地域医療」を目指すのかが重要になってくる
と結論づけることができる。
　後述する沢内村における村社協にみる全国のモ
デル的活動やＮＰＯのような新たな組織的活動の
展開はもう少し先のことである。

Ⅲ．1990 年代以降の生命行財政の動向
　1990 年代以降、老人医療費の低水準や国保会
計の黒字はかつてほどでないにしてもおおよそ継
続しているものの、国主導の相次ぐ医療制度改革、
医師不足や患者数減などの影響により、沢内病院
の経営において様々な対策による効果むなしく、
累積欠損金の増加が顕著になり、人口減（住民基
本台帳人口 2004 年度末 3,932 人、05 年度末西和
賀町 7,587 人）とくに若年者の減少、地域経済の
停滞、村財政一般会計の悪化なども相俟って老人
医療費の窓口負担無料制度をはじめ生命行政が問
い直されることが多くなっていく。
　そして、いわゆる「平成の大合併」のさなかの
2003 年に湯田町と沢内村は合併に向けて本格的
に動き始め、沢内方式が実質的に変質していくこ
とになる。

１．合併協議までの生命財政
　本節では最初に 1980 年代なかば以降にみられ
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る生命行政の転機に関して財政的な側面からどの
ように説明することができるのかを、合併前に
あたる 2004 年度までを主な対象に分析してみた
い。次に、90 年代以降の生命行政および合併協議、
合併後におけるその財政的側面を分析する。いず
れについても主として歳入歳出決算書、決算カー
ド、一般・特別会計および病院会計ごとの事業実
施報告書を用いる。
　一般会計歳出総額は 1986 年度 1,972 百万円か
ら 92 年度 3,377 百万円まで一貫して増大し、93
年度 4,358 百万円、94 年度 3,232 百万円、95 年度
3,696 百万円、96 年度 4,599 百万円、97 年度 4,320
百万円、98 年度 4,763 百万円、99 年度 5,249 百万
円（最高）で増減を繰り返し、2000 年度 4,068
百万円から 04 年度 3,631 百万円まで減少してい
るのに対して、老人医療費 10 割給付村単独分

（民生費）は 86 年度 12.5 百万円から 98 年度 53.1
百万円まで増加し続け、99 年度以降増減しなが
ら 4 千万円台で推移している（表 2）。他の 10 割
給付村単独分も合わせると、歳出総額に占める比
重は 1.7％程度（04 年度）である。
　これに対して、衛生費における予防費は 1986
年度 23.7 百万円から 96 年度 27.1 百万円まで増減
し、その後、97、99 年度の約 2.9 千万円を除けば、
2004 年度まで 3.1 千万円程度で変わりなく推移し
ている（表 3）。人間ドックは 90 年から対象を従
来の 35 ～ 59 歳に 60 歳以上も加えた。
　繰出金（民生費、衛生費）をみると国民健康保
険特別会計分は 1992 ～ 94 年度の 3.6 千万円前後
まで増大し、その後、01 年度まで 2.0 千万円を超
えず、04 年度 37.7 百万円まで増加している。ま
た老人保健特会分はおおよそ一貫して増加し、04
年度 36.1 百万円であり、病院会計分は 89 年度ま
で 4.1 千万円前後で推移し、90 年度 71.8 百万円、
91 ～ 97 年度 101 ～ 144 百万円、98 ～ 2004 年度
154 ～ 236 百万円（01 年度最高）である（表 4）。
　老人医療費 10 割給付村単独分および各特別会
計への繰出金は歳出総額の伸びを上回るほど増大
している。乳幼児医療費をはじめ各種 10 割給付、
予防費、各特会向け繰出金の合計の歳出総額に占

める比重は 2004 年度で約 11％（介護特会分含む）
であり、さらに民生費と衛生費の合計 25.8％から
清掃費を除くと 23％程度が保健、医療、福祉に
充当されたことになる。両費目の合計は 94 年度
からみても 23.7 ～ 37.0％で推移しており、平均
すれば、もう少し高い比重になり、後述のように
太田村長の後は 1 期ずつで村長が交代し、生命行
政で質的な変化を生じるものの、量的な水準は明
らかに際立っている。
　これらに対して 1996・97 年度に特別養護老人
ホーム「ぶなの園」整備 9.5 億円、97 ～ 03 年度
に鍵沢橋橋梁整備 10 億円、98・99 年度に弁天ト
ンネル整備 9.5 億円、00 ～ 06 年度に蛭山橋橋梁
整備 10.7 億円など大規模公共事業が相次ぎ実施
されている。これらには多額の村債が充当された
こともあって、03 年度に村債現在高は 58 億円（一
部は普通交付税措置の対象）に達し、村民 1 人当
り 145.1 万円（94 年度 65.5 万円）で、県内トッ
プクラスになった。積立金現在高（財政調整、減債、
特定目的の各基金）は 8.2 億円（うち特定目的 4.2
億円）まで減少し、厳しい状況に至っている（94
年度 15.7 億円）。
　「ぶなの園」は沢内病院に隣接して整備され、
その管理運営は社会福祉法人やすらぎ会に委託さ
れ、1998 年度から特別養護老人ホーム（定員 50
人）、在宅介護支援センター、デイサービスセン
ターＥ型（痴呆老人対象）、ショートステイ（10
名）、ヘルパーステーションが開始となり、施設
サービス、在宅サービスの充実が図られていった。
このためそれまでであれば沢内病院に入院となっ
ていた患者が移動する結果となる。
　ぶなの園と沢内病院の関係について、病院の医
師が週 1 回施設診療（嘱託医）を行っているもの
の、健康推進課時代のように患者等に関して対内・
対外的に情報交換が行われ、心身の状況が把握さ
れているわけではない。これは立地だけでは説明
できない点である。同じく隣接する社協との関係
も近年では同様である。いずれも歴代の理事長あ
るいは代表者、理事や施設長には非常に多くの元
村幹部職員や村長経験者が就任しているが、事態

総合政策　第13巻第 2 号（2012）



− 133 −

研究ノート　岩手県旧沢内村「生命行財政」の分析と評価

19
86

年
度

19
87

年
度

19
88

年
度

19
89

年
度

19
90

年
度

19
91

年
度

19
92

年
度

19
93

年
度

19
94

年
度

19
95

年
度

19
96

年
度

19
97

年
度

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

10
割

給
付

7,2
72

,16
0

7,2
49

,70
2

6,3
04

,42
2

7,0
77

,28
1

7,5
38

,19
8

9,1
47

,93
9

9,4
66

,50
5

7,0
23

,40
8

3,0
26

,16
9

4,5
24

,18
2

9,5
72

,91
2

10
,08

4,8
22

結
核

精
神

病
等

医
療

費
10

割
給

付
3,1

87
,28

9
3,9

96
,32

2
3,5

63
,69

2
2,9

00
,29

5
2,7

30
,57

6
2,5

10
,31

0
2,8

82
,07

8
3,0

43
,59

8
2,3

39
,50

8
3,6

72
,52

1
3,6

35
,29

5
3,2

38
,74

7
乳

幼
児

医
療

費
10

割
給

付
2,4

14
,34

0
1,4

15
,32

8
78

3,3
39

97
7,9

72
1,5

82
,61

0
1,1

15
,63

2
1,2

03
,55

3
1,0

99
,73

9
7,7

99
,35

7
4,3

96
,92

0
1,5

76
,24

6
1,6

07
,56

8
母

子
家

庭
医

療
費

10
割

給
付

18
0,5

07
19

3,4
60

33
5,1

14
47

1,0
99

53
2,8

17
79

8,9
30

38
7,9

30
35

1,5
57

59
4,9

40
40

3,4
98

48
9,9

20
53

6,3
41

妊
産

婦
医

療
費

10
割

給
付

51
9,2

88
46

3,9
99

58
8,8

54
1,3

05
,38

8
1,1

72
,81

8
71

9,8
72

1,1
24

,72
6

78
7,5

57
56

9,5
37

42
8,3

58
1,0

11
,71

0
90

5,1
69

寡
婦

医
療

費
10

割
給

付
47

8,2
67

50
5,5

12
69

9,8
53

77
6,8

41
50

7,2
58

52
2,9

08
56

1,2
66

51
6,7

01
65

7,9
15

52
7,4

70
77

3,3
05

78
3,3

73
老

人
医

療
費

10
割

給
付

村
単

独
分

（
60

～
69

歳
）

8,6
52

,95
2

9,6
57

,87
3

9,8
69

,01
9

9,7
93

,92
2

10
,44

9,4
24

13
,30

0,8
24

14
,17

6,2
53

15
,38

9,4
15

17
,31

3,5
50

18
,00

9,1
51

26
,19

0,4
38

23
,55

0,3
21

　
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　（

70
歳

以
上

）
3,8

17
,09

8
6,0

09
,97

0
6,9

02
,82

0
6,7

84
,05

0
7,3

02
,55

0
8,0

23
,53

0
8,6

03
,68

0
10

,52
3,7

30
9,6

66
,74

0
10

,11
1,8

59
6,7

50
,88

1
18

,87
5,7

20

19
98

年
度

19
99

年
度

20
00

年
度

20
01

年
度

20
02

年
度

20
03

年
度

20
04

年
度

20
05

年
度

20
05

年
度

20
06

年
度

20
07

年
度

20
08

年
度

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

10
割

給
付

10
,21

7,3
05

6,8
99

,33
1

7,2
99

,17
1

7,7
87

,22
9

7,7
90

,37
1

9,7
24

,02
0

8,7
42

,62
8

4,2
25

,95
8

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

給
付

事
業

7,3
22

,32
0

16
,95

4,0
72

18
,80

2,7
09

16
,77

1,6
83

結
核

精
神

病
等

医
療

費
10

割
給

付
3,1

48
,71

0
2,5

13
,54

0
2,0

56
,82

7
2,6

92
,41

1
2,1

55
,52

9
2,2

97
,86

1
1,8

37
,70

1
87

5,9
59

結
核

・
精

神
病

等
医

療
費

給
付

事
業

69
4,5

58
3,1

12
,76

3
3,4

61
,70

8
3,7

93
,79

2
乳

幼
児

医
療

費
10

割
給

付
1,8

32
,33

2
2,7

03
,74

3
3,8

26
,14

6
3,8

96
,95

2
3,3

63
,48

2
5,3

89
,42

5
3,1

75
,78

8
1,0

96
,25

0
乳

幼
児

医
療

費
給

付
費

1,8
16

,91
4

3,9
12

,77
8

3,8
30

,68
5

3,1
75

,69
6

母
子

家
庭

医
療

費
10

割
給

付
33

7,8
86

62
9,2

34
36

3,3
30

59
1,2

63
66

7,0
00

89
8,2

80
1,0

84
,28

0
50

3,4
60

母
子

家
庭

医
療

費
給

付
費

78
1,3

64
1,0

44
,77

0
93

0,2
30

1,0
59

,14
0

妊
産

婦
医

療
費

10
割

給
付

94
9,7

21
74

2,4
15

1,0
36

,32
5

47
3,5

57
77

2,0
06

60
8,9

70
68

7,2
18

32
8,1

87
妊

産
婦

医
療

費
給

付
費

27
9,0

61
1,3

23
,69

5
48

6,1
16

36
6,0

92
寡

婦
医

療
費

10
割

給
付

78
4,1

97
2,4

47
,86

3
2,9

70
,22

4
3,0

38
,57

1
3,0

52
,14

4
3,3

42
,29

4
3,0

69
,46

7
48

0,1
90

寡
婦

医
療

費
給

付
給

付
費

57
2,8

66
58

1,0
80

68
3,0

55
60

4,3
70

老
人

医
療

費
10

割
給

付
村

単
独

分
（

60
～

69
歳

）
26

,29
4,0

10
23

,59
4,0

57
20

,98
6,7

53
22

,96
8,6

14
23

,95
6,8

20
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　

　（
70

歳
以

上
）

26
,76

8,0
66

21
,25

5,2
70

17
,02

7,6
60

25
,21

6,6
10

26
,00

0,6
87

老
人

医
療

費
10

割
給

付
村

単
独

分
（

60
～

70
歳

）
18

,32
4,8

08
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　

　（
71

歳
以

上
）

28
,77

2,9
92

老
人

医
療

費
10

割
給

付
村

単
独

分
（

60
～

71
歳

）
16

,33
9,3

39
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　

　（
72

歳
以

上
）

26
,54

6,7
89

老
人

医
療

費
10

割
給

付
村

単
独

分
（

60
～

72
歳

）
7,1

42
,13

0
　

　
　

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
　

　（
73

歳
以

上
）

10
,98

0,5
59

老
人

医
療

費
町

単
独

給
付

費
（

一
般

分
）

10
,76

9,0
72

　
　

　
　

　
　

〃
　

　
　

 　
（

老
保

分
）

9,6
30

,92
4

（
出

所
）

沢
内

村
お

よ
び

西
和

賀
町

の
歳

入
歳

出
決

算
書

（
各

年
度

版
）

表
２

　
旧

沢
内

村
と

西
和

賀
町

の
民

生
費

に
お

け
る

主
な

扶
助

費
（

医
療

関
連

）
（

金
額

：
円

）

42
,87

9,0
42

47
,27

6,3
39

47
,06

6,8
89



− 134 −

総合政策　第13巻第 2 号（2012）

19
86

年
度

19
87

年
度

19
88

年
度

19
89

年
度

19
90

年
度

19
91

年
度

19
92

年
度

19
93

年
度

19
94

年
度

19
95

年
度

19
96

年
度

19
97

年
度

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

予
防

費
23

,73
8,2

88
25

,12
4,8

61
23

,69
3,9

91
24

,78
7,2

26
27

,99
7,6

95
26

,70
5,9

55
28

,06
4,6

00
27

,14
1,3

56
25

,78
8,0

21
24

,99
1,3

69
27

,12
0,7

12
28

,99
6,7

02
　

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

予
防

費
・

委
託

料
22

,28
5,9

48
23

,77
7,1

43
22

,19
8,2

41
22

,78
1,1

40
23

,65
9,8

50
24

,77
6,9

53
26

,16
1,6

37
24

,94
1,5

75
24

,36
1,9

73
23

,32
1,2

09
24

,49
9,1

38
26

,33
6,8

86
　

　
総

合
成

人
病

検
診

委
託

料
15

,20
1,0

00
16

,52
4,0

00
15

,41
7,0

00
15

,99
0,7

50
17

,29
2,8

10
17

,76
0,1

50
18

,43
8,4

80
16

,60
8,8

10
16

,78
7,8

20
15

,19
1,4

00
15

,51
3,1

50
14

,43
5,5

20
　

　
60

歳
代

検
診

委
託

料
67

3,7
30

64
2,0

10
56

4,0
30

48
8,4

30
52

9,6
00

52
0,1

50
―

1,6
59

,91
0

　
　

基
本

健
診

委
託

料
1,1

08
,85

0
1,0

47
,47

0
1,0

01
,01

5
89

2,3
79

1,3
75

,98
7

87
7,4

77
1,8

82
,96

3
84

2,8
69

1,2
83

,83
3

2,4
64

,04
8

2,6
20

,92
6

19
98

年
度

19
99

年
度

20
00

年
度

20
01

年
度

20
02

年
度

20
03

年
度

20
04

年
度

20
05

年
度

20
05

年
度

20
06

年
度

20
07

年
度

20
08

年
度

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

予
防

費
31

,20
5,9

02
28

,68
6,3

53
30

,97
6,0

00
30

,63
5,7

76
30

,91
8,9

13
30

,07
7,5

82
30

,45
9,1

89
25

,18
9,3

12
11

,51
3,7

46
17

,87
4,2

48
19

,12
4,6

91
19

,29
5,8

73
　

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

予
防

費
・

委
託

料
29

,03
1,3

24
26

,43
6,1

01
29

,17
8,7

90
28

,82
9,6

78
29

,06
7,3

66
28

,88
8,7

03
28

,35
4,7

16
16

,81
4,6

96
9,7

50
,87

3
14

,21
1,5

93
13

,90
9,8

38
14

,51
2,3

53
　

　
総

合
成

人
病

検
診

委
託

料
16

,65
7,9

40
14

,16
2,9

50
16

,74
9,9

86
16

,00
8,7

15
16

,53
7,6

16
15

,69
8,1

76
16

,01
7,7

78
9,7

26
,69

8
5,6

68
,14

0
　

　
60

歳
代

検
診

委
託

料
1,8

66
,28

0
1,7

50
,20

0
2,3

22
,70

0
2,7

19
,68

0
2,5

64
,78

0
2,0

32
,07

2
2,0

65
,30

6
94

9,7
72

36
9,9

78
　

　
基

本
健

診
委

託
料

2,6
88

,73
5

3,1
61

,14
0

2,4
18

,94
8

2,9
60

,20
2

2,7
31

,36
5

2,9
20

,60
0

2,9
26

,44
0

1,7
59

,80
0

96
4,2

00
衛

生
費

・
保

健
衛

生
費

・
健

康
づ

く
り

推
進

費
33

,27
5,0

12
27

,53
0,4

17
15

,19
2,9

42
　

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

健
康

づ
く

り
推

進
費

・
委

託
料

29
,43

5,1
43

23
,03

9,8
69

12
,40

9,0
94

　
　

総
合

成
人

病
検

診
委

託
料

15
,48

6,7
60

12
,15

0,1
80

10
,94

0,7
74

　
　

60
歳

代
検

診
委

託
料

3,9
75

,80
0

2,1
17

,04
0

―
　

　
基

本
健

診
委

託
料

9,5
50

,03
6

8,1
31

,05
7

―
（

注
）

１
．

20
08

年
度

衛
生

費
・

保
健

衛
生

費
・

健
康

づ
く

り
推

進
費

・
委

託
料

は
後

期
高

齢
者

健
診

委
託

料
1,4

26
,32

0
円

ほ
か

か
ら

な
る

。
　

　
 ２

．
衛

生
費

・
保

健
衛

生
費

で
は

19
80

年
代

後
半

に
地

域
保

健
対

策
推

進
費

が
計

上
さ

れ
て

お
り

、
86

年
度

97
0,8

85
円

、
87

年
度

92
6,9

89
円

、
88

年
度

85
5,7

69
円

、
　

　
　

　
 8

9
年

度
78

4,3
91

円
、

90
年

度
1,2

25
,49

7
円

と
な

っ
て

い
る

。
そ

れ
は

沢
内

村
地

域
保

健
調

査
会

委
員

報
酬

ほ
か

か
ら

な
る

。
　

　
 ３

．「
―

」
は

未
確

認
を

意
味

す
る

。
（

出
所

）
沢

内
村

お
よ

び
西

和
賀

町
の

歳
入

歳
出

決
算

書
（

各
年

度
版

）

19
86

年
度

19
87

年
度

19
88

年
度

19
89

年
度

19
90

年
度

19
91

年
度

19
92

年
度

19
93

年
度

19
94

年
度

19
95

年
度

19
96

年
度

19
97

年
度

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
8,0

00
,00

0
10

,00
0,0

00
14

,54
0,0

00
11

,52
0,0

00
8,5

00
,00

0
10

,00
0,0

00
35

,06
7,4

00
36

,20
8,0

00
38

,03
0,0

00
9,2

37
,20

0
16

,34
0,0

00
17

,18
5,0

00
老

人
保

健
特

別
会

計
繰

出
金

10
,47

3,0
00

14
,09

1,0
00

13
,50

0,0
00

13
,26

8,0
00

12
,59

8,0
00

14
,35

0,0
00

14
,18

1,0
00

14
,25

6,0
00

16
,45

4,0
00

26
,14

5,0
00

23
,94

2,0
00

27
,20

8,0
00

病
院

事
業

会
計

繰
出

金
42

,23
0,0

00
41

,04
3,0

00
40

,01
4,0

00
43

,47
7,0

00
71

,79
3,0

00
10

0,9
08

,00
0

12
1,1

29
,00

0
10

0,8
92

,00
0

11
2,9

24
,00

0
14

2,8
90

,00
0

10
0,8

39
,00

0
14

3,8
61

,00
0

19
98

年
度

19
99

年
度

20
00

年
度

20
01

年
度

20
02

年
度

20
03

年
度

20
04

年
度

20
05

年
度

20
05

年
度

20
06

年
度

20
07

年
度

20
08

年
度

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
17

,39
7,7

14
17

,74
7,6

06
18

,64
0,5

79
19

,04
0,7

99
28

,41
1,5

14
32

,42
2,0

00
37

,76
8,2

89
0

41
,17

2,0
00

65
,88

1,2
94

67
,23

8,1
88

55
,02

4,6
84

老
人

保
健

特
別

会
計

繰
出

金
30

,71
8,0

00
33

,38
2,0

00
25

,37
9,0

00
31

,04
8,0

00
29

,75
2,0

00
33

,67
4,0

00
36

,09
3,0

00
33

,39
9,0

00
49

,97
6,0

00
86

,01
0,0

00
14

6,7
77

,00
0

19
,25

0,0
00

介
護

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
43

,78
5,0

00
49

,19
2,0

00
48

,21
3,0

00
49

,23
2,0

00
55

,14
5,0

00
20

,00
0,0

00
70

,38
7,0

00
12

3,2
58

,00
0

12
7,5

77
,00

0
13

2,4
72

,00
0

病
院

事
業

会
計

繰
出

金
17

2,4
23

,00
0

16
7,5

07
,00

0
17

5,2
13

,00
0

23
6,4

30
,00

0
20

3,9
55

,00
0

15
4,3

64
,00

0
16

5,6
98

,00
0

77
,51

3,0
00

10
7,0

03
,00

0
25

1,1
53

,64
9

20
1,7

99
,41

5
20

5,6
62

,84
5

（
注

）
20

08
年

度
に

は
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

繰
出

金
28

,41
9,3

48
円

が
あ

げ
ら

れ
る

。
（

出
所

）
沢

内
村

お
よ

び
西

和
賀

町
の

歳
入

歳
出

決
算

書
（

各
年

度
版

）

表
３

　
旧

沢
内

村
と

西
和

賀
町

の
衛

生
費

に
お

け
る

予
防

費
と

そ
の

主
な

委
託

料

表
４

　
旧

沢
内

村
と

西
和

賀
町

の
一

般
会

計
に

お
け

る
主

な
繰

出
金

（
金

額
：

円
）

（
金

額
：

円
）



− 135 −

はそれほど単純でもないようである。なお、ぶな
の園は町からの施設の無償譲渡および土地の無償
貸与により 2009 年度からいわゆる公設民営では
なくなっている。
　一般会計歳出に対して、一般会計歳入（最大
1999 年度 53.2 億円、2004 年度 36.9 億円）をみる
と、地方交付税は最大の比重を占めるが、00 年
度 2,279 百万円（最高）まで一貫して増加したも
のの、01 年度（2,151 百万円）に減少に転じ、04
年度 1,871 百万円（対 00 年度比− 17.9％、− 408
百万円）まで縮減する（04 年度臨時財政対策債
191 百万円）。いわゆる「三位一体改革」の影響
である。04 年度には経常収支比率 102.6％（減税
補てん債・臨財債除く）、公債費負担比率 23.7％、
公債費比率 18.8％になり、主な財政指標も極度の
悪化を示すようになった。
　次に沢内病院事業会計である。収益的支出と資
本的支出の合計でみると、1986 年度 447 百万円

（うち収益的支出 402 百万円）から 2001 年度 879
百万円（同 809 百万円）までおおよそ一貫して増
大し、02 年度 876 百万円（同 829 百万円）、03 年
度 836 百万円（同 774 百万円）、04 年度 818 百万
円（同 785 百万円）で減少している（表 5 ～表 7）。
資本的収入は 96 年度に 87 百万円で最大となって
いるが、これは医療器械購入（全身用ＣＴ、超音
波診断装置他）に加えて医師住宅整備に伴い村
債が発行されたことにより、その規模は順に 28
百万円、31 百万円である。
　資本的収入・支出よりもはるかに規模の大きい
収益的収入・支出を中心に分析すると、第一の特
徴は当年度未処理欠損金（＝翌年度繰越欠損金）
で、1986 年度 57 百万円から 00 年度 409 百万円
まで増大し、04 年度でも 369 百万となっている
点である（表 5）。
　第二に、1986 年度から 2004 年度まで収益的収
入はおおよそ 2 倍になっているのに対して、医業
収益およびそのうちの外来収益は 2 倍に遠く届か
ず、その代わりに医業外収益における他会計補助
金が 2 倍をはるかに超え大幅に増加している（表
5）37）。 

　第三に、医業費用に占める給与費の比重が
1986・87 年度 58.6％であったのに対して、01 年
度 50.7％、02 年度 51.8％、03 年度 47.8％、04 年
度 49.1％まで低下しており、ある程度評価できる
一方で、医師や看護師をはじめ医療スタッフの不
足は著しく、事態はそれほど単純でない（表 6）。
　第四に、表に示していないが、未収金が 2003
年度に 151.8 百万円超で最高になり、見逃せな
い問題であったが、合併後を含めると、08 年度
67.2 百万円で半分以下まで縮減している。
　沢内病院における患者 1 人 1 日当りの診療収
入（合計）は 1986 年度 19,740 円まで増大したが、
87 ～ 91 年度は 18,750 円～ 19,182 円で推移し、
入院と歯科外来の落ち込みが激しかった（表 8）。
92 年度に上昇したものの、95 年度まで 2.1 万円
程度で変わらず、96 年度に 29,169 円となってか
らは 01 年度の 38,718 円まで増大し、入院、医科
外来、歯科外来のいずれも増となる。02 ～ 06 年
度は 38,569 円、38,486 円、39,193 円、39,836 円、
36,482 円で、医科外来の増加と違い、他 2 つは横
ばいないし微減である。近年に関しては、診療報
酬のマイナス改定や長期投薬の推進などが大きな
影響を与えたことから言えば、後述のように患者
数の減のなかで、収益増がかなり大胆に図られて
きたことになる。
　保険別の収入額について、1995 年で老人保健
は医科のうち入院で 1 件当り 18.2 万円（1 件当り
日数 17.2 日）、外来で 1.9 万円（2.8 日）、老人保
健以外は入院で 13.2 万円（12.7 日）、外来で 9,961
円（1.9 日）であり、98 年度は順に 32.6 万円（17.6
日）、2.3 万円（2.7 日）、14.4 万円（9.5 日）、1.1
万円（1.9 日）であり、いずれにしても老人保健
の方が収入額は多い。
　患者数合計は 1986 年度 56,580 人から 91 年度
61,823 人まで増減するが、92 年度 60,161 人以降
は 96 年度 68,553 人（最高）まで増大し続ける（表
9）。96 年度には 1 日平均患者数も 231.1 人で最高
となり、それまで入院（96 年度 34.4 人）や歯科
外来（同 34.1 人）が増減を繰り返してきたのに
対して医科外来（同 162.6 人）はおおよそ一貫し
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0
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0
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0
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年
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年
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）

１
．

19
90

年
度

の
よ

う
に

県
医

療
局

派
遣

医
師

は
医

師
給

に
カ

ウ
ン

ト
さ

れ
て

い
な

い
。

 ２
．「

―
」

は
未

確
認

を
意

味
す

る
。

（
出

所
）

沢
内

村
お

よ
び

西
和

賀
町

の
歳

入
歳

出
決

算
書

（
各

年
度

版
）、

沢
内

村
お

よ
び

西
和

賀
町

の
沢

内
病

院
事

業
報

告
書

（
各

年
度

版
）

表
６

　
国

保
沢

内
病

院
事

業
会

計
に

お
け

る
収

益
的

支
出

（
金

額
：

円
）
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て増加してきた。病院サイドでは内科担当医師の
96 年度 2 人（97 年度 3 人）への増員および同年
度の全身用ＣＴ、超音波診断装置（97 年度Ｘ線
テレビ装置更新）などの医療器械整備の影響が大
きかったと評価されている。
　患者数は 1997・98 年度に比較的安定したもの
の、その後急減し、99・01・02・03 年度は 5.3
万人前後になり、00 年度は 47,480 人（1 日平均
184.7 人うち入院 19.5 人）で危機的な状況に直面
した。そして 04 年度以降ほぼ一貫して減少し、
08 年度 35,920 人（1 日平均 130.5 人）で、とくに
医科外来の落ち込みが激しい。
　医科外来患者数のうち 70 歳以上は例えば、月
平 均 で 1995 年 度 1,698 人（ 対 合 計 3,965 人 比
42.8％）、99 年度 1,904 人（同 3,532 人比 53.9％）、
03 年度 2,146 人（同 3,387 人比 63.4％）で、高齢
者の比重は高まるばかりである。また、村外患者
数は減少の一途を辿り、合併直前では総数の 3％
に満たない。
　沢内病院の主な財務指標をみると、経常収支
比率は 1995・96・97・01・02・03 年度に 100％
を超えた一方で、89・00 年度は 90％を割ってお
り、医業収支比率も 93・94・99・00 年度に 70％
台になり、きわめて深刻な状況となっている（表
10）。病床利用率は増減が激しく、86 ～ 92 年度
61.6％～ 78.2％、93 ～ 99 年度 60.5％～ 86.1％、
00 年 度 48.7 ％、01 年 度 56.0 ％、02 ～ 05 年 度
57.2％～ 66.6％で、00 年度の落ち込みが目立つ。
　2000 年度は流動比率などありとあらゆる指標
が悪化しており、この主な要因として常勤医師が
一時（12 月）ゼロになり、診療応援も 334 名（延
べ数）に達し、病院の大幅な機能低下が生じたこ
とによると言える。結果的に夜間看護の負担が激
増し、さらに年度途中に薬剤師の退職もあり、院
内の至るところで、残ったスタッフの精神的、肉
体的負担が増大したのである。
　沢内病院の職員数は 1986 年度から 91 年度まで
39 名前後を維持し、92 ～ 94 年度に事務員 2 名増
で 42 名となり、その後、事務員や労務員を削減
する代わりに（正）看護師を大幅増員し 96 ～ 98

年度に 47 ～ 49 名で最多となる。97 年度に医師
6 名（内科、外科、歯科）を含め 49 名となるが、
この時期、95 年度に病院会計への一般会計繰り
出し基準の制定（繰出金の大幅増加）、給食業務
の民間委託、母子健康センター助産部門の休止、
96 年度にＣＴの導入、新看護基準の採用などが
あった（表 11）。その後、事務員や労務員を縮減
しながら 00 年度を除けば 46 名を維持したが、現
在では医師や看護師などの減により 40 名程度（准
看護師ゼロ）となっている。
　合併前までの沢内病院事業会計を分析したうえ
で、同規模の病院と比較すると、患者数のうち医
科外来の減少の程度は重大な問題であるものの、
経営状況は必ずしもトータルとして極めて悪化し
ているとは言えない（地方公営企業年鑑）。例えば、
累積欠損金（2004 年度）は岩手県田老町立田老
病院（46 床）167.5 百万円、同胆沢町立まごころ
病院（48 床）44.1 百万円、同雫石町立雫石病院（55
床）392.7 百万円、同金ヶ崎町立金ヶ崎病院（65 床）
569.7 百万円、同葛巻町立葛巻病院（78 床）687.2
百万円である。また、1995 ～ 97 年度および 2001
～ 03 年度は黒字になっている。主な財務指標や
患者数にみるように、2000 年度は多くの数値が
悪化しているが、これは主として常勤医師が一時
ゼロになったことにより、理由は明瞭である。
　村長に報告された沢内病院経営健全化検討委員
会（委員長元岩手県医療局長）の「沢内病院の
経営健全化に伴う今後のあり方に関する報告書」

（2003 年 2 月）は病院としての運営が非常に厳し
くなっていくことを強調し、繰越欠損金（累積欠
損金）の縮減、単年度収支の均衡、一般会計から
の繰入れのあり方などに強い意識を置いているも
のの、既にいくらか対策を講じていることもあっ
て、数値としての結果を追求していない。むしろ
療養病床（長期療養）ではなく一般病床の選択、
現在の内科・外科・眼科・小児科体制の維持、機
能訓練室の設置と理学療法士の確保によるリハビ
リ体制の構築、歯科診療体制の早急な改善、院外
処方箋への切り替えに重点が置かれている。
　こうした点も勘案しながら、強く問われなけれ

総合政策　第13巻第 2 号（2012）



− 141 −

研究ノート　岩手県旧沢内村「生命行財政」の分析と評価

19
86

年
度

19
87

年
度

19
88

年
度

19
89

年
度

19
90

年
度

19
91

年
度

19
92

年
度

19
93

年
度

19
94

年
度

19
95

年
度

19
96

年
度

19
97

年
度

自
己

資
本

構
成

比
率

41
.6

40
.4

41
.9

39
.7

39
.1

45
.1

49
.1

48
.5

48
.4

52
.9

53
.6

55
.8

流
動

比
率

1,0
58

.8
72

9.8
75

2.9
68

2.1
42

6.0
 

52
9.5

49
5.6

40
5.7

34
0.1

36
8.1

74
1.1

56
0.1

経
常

収
支

比
率

97
.7

94
.7

95
.5

89
.0 

92
.4

96
.6

93
.4

94
.4

95
.7

10
1.1

10
1.6

10
1.2

医
業

収
益

対
医

業
費

用
比

率
92

.6
88

.7
92

.6
84

.9
83

.5
83

.5
80

.5
78

.9
79

.2
80

.8
90

.8
87

.3
職

員
給

与
費

比
率

（
医

業
収

益
比

）
63

.2
66

.1
61

.5
68

.5
69

.8
69

.8
74

.3
76

.5
77

.1
64

.1
64

.1
63

.6
材

料
費

率
29

.4
30

.7
30

.3
32

.2
32

.2
32

.2
34

.2
35

.3
33

.8
32

.8
29

.1
33

.1
累

積
欠

損
金

比
率

16
.1

22
.1

26
.0 

40
.1

50
.6

50
.6

57
.8

64
.1

68
.4

63
.2

44
.9

41
.9

病
床

利
用

率
69

.2
68

.1
78

.2
70

.2
70

.9
77

.9
61

.6
66

.7
60

.5
72

.4
86

.1
75

.1
19

98
年

度
19

99
年

度
20

00
年

度
20

01
年

度
20

02
年

度
20

03
年

度
20

04
年

度
20

05
年

度
20

05
年

度
20

06
年

度
20

07
年

度
20

08
年

度
自

己
資

本
構

成
比

率
57

.6
59

.7
59

.0
65

.8
72

.1
78

.7
81

.3
83

.8
86

.1
83

.6
90

.6
流

動
比

率
43

3.1
34

5.4
18

0.8
19

8.4
―

45
4.0

44
8.4

42
0.0

47
8.0

39
1.6

1,2
25

.9
経

常
収

支
比

率
97

.4
93

.5
89

.9
10

0.1
10

2.0
10

3.5
99

.5
10

0.6
91

.6
96

.5
92

.5
医

業
収

益
対

医
業

費
用

比
率

81
.4

79
.1

76
.5

87
.3

92
.6

94
.8

89
.6

92
.3

71
.8

72
.2

75
.8

職
員

給
与

費
比

率
（

医
業

収
益

比
）

71
.3

68
.8

68
.5

64
.2

63
.3

54
.7

60
.6

56
.9

74
.4

60
.0

81
.7

材
料

費
率

33
.8

38
.1

42
.7

39
.0

―
36

.6
38

.1
36

.0
40

.6
37

.7
23

.7
当

座
比

率
―

―
15

9.0
19

2.6
26

1.4
―

―
―

―
―

―
累

積
欠

損
金

比
率

45
.2

55
.6

73
.3

60
.8

54
.9

52
.4

56
.2

0.0
12

.8
15

.9
19

.5
病

床
利

用
率

73
.0 

65
.9

48
.7

56
.0

66
.6

64
.3

59
.4

57
.2

65
.0 

30
.0 

42
.2

48
.1

(注
）

１
．

沢
内

病
院

に
お

け
る

年
延

病
床

数
に

つ
い

て
は

19
87

・
91

・
95

・
99

・
03

・
07

年
度

は
年

36
6

日
（

許
可

病
床

数
40

床
）

の
た

め
に

14
,64

0
床

で
あ

る
が

、
そ

れ
以

外
は

36
5

日
の

た
め

に
14

,60
0

床
で

あ
る

。
   

   
  ２

．「
―

」
は

未
確

認
を

意
味

す
る

。
（

出
所

）
沢

内
村

お
よ

び
西

和
賀

町
の

歳
入

歳
出

決
算

書
（

各
年

度
版

）、
沢

内
村

お
よ

び
西

和
賀

町
の

沢
内

病
院

事
業

報
告

書
（

各
年

度
版

）

（
単

位
：

人
）

19
87

.3.
31

88
.3.

31
89

.3.
31

90
.3.

31
91

.3.
31

92
.3.

31
93

.3.
31

94
.3.

31
95

.3.
31

96
.3.

31
97

.3.
31

98
.3.

31
医

師
4

4
5

5
4

4
4

4
4

4
5

6
　

内
科

1
1

1
1

0
1

1
1

1
1

2
3

　
外

科
1

1
2

2
2

1
1

1
1

1
1

1
　

歯
科

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

看
護

師
16

16
16

16
16

15
15

15
15

17
22

22
　

正
看

護
師

5
5

5
5

5
5

5
5

5
8

13
13

医
療

技
術

員
9

9
10

10
10

10
10

10
10

10
9

10
事

務
員

6
6

6
6

6
6

8
8

8
6

5
5

労
務

員
4

4
3

3
3

3
5

5
5

6
6

6
合

計
39

39
40

40
39

38
42

42
42

43
47

49
99

.3.
31

20
00

.3.
31

01
.3.

31
02

.3.
31

03
.3.

31
04

.3.
31

05
.3.

31
05

.10
.31

06
.3.

31
07

.3.
31

08
.3.

31
09

.3.
31

医
師

4
4

3
4

4
3

3
3

3
2

3
3

　
内

科
1

1
0

1
1

1
1

1
1

0
1

1
　

外
科

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

　
歯

科
2

2
2

2
2

1
1

1
1

1
1

1
看

護
師

23
22

22
25

25
24

24
24

23
25

22
21

　
正

看
護

師
14

14
14

17
17

19
19

21
20

23
21

21
保

健
師

1
1

1
医

療
技

術
員

10
10

9
10

10
9

10
10

10
10

8
9

事
務

員
7

7
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
労

務
員

4
3

2
2

2
1

1
1

1
1

1
1

合
計

48
46

41
46

46
42

43
43

42
44

40
40

（
出

所
）

沢
内

村
お

よ
び

西
和

賀
町

の
歳

入
歳

出
決

算
書

（
各

年
度

版
）、

沢
内

村
お

よ
び

西
和

賀
町

の
沢

内
病

院
事

業
報

告
書

（
各

年
度

版
）

表
１

０
　

国
保

沢
内

病
院

の
主

な
財

務
指

標

表
１

１
　

国
保

沢
内

病
院

の
職

員
構

造

（
単

位
：

％
）



− 142 −

ばならなかったのは次のような点であったであろ
う。
　第一に、病院事業の問題や課題の整理であり、
どのように行うのかである。病院の経営手法（保
健や福祉との関わりも含む）、医療の供給体制な
ど多面的に検討することができよう。例えば、老
人医療費の 10 割給付制度をはじめ独自の政策に
関して首長（行政サイド）、病院（サイド）、村民
で評価の違いがあるのか、一般会計繰出金の水準
が他に比して必ずしも大きいわけでないことは知
られているのか、関係者間の協議や住民参加の仕
組みが強く問われている。
　第二に、村医療の充実・強化にとって「村立」
としていかなる医師を求めるのかである。2000
年度以降、医師が頻繁に入れ替わり、病院経営に
限らず、スタッフ間や患者との信頼関係にも大き
な影響を与えており、また 01 年度に沢内病院勤
務医師が退職後しばらくして、わずか病院から南
へ 4㎞の距離に開業（内科、外科、小児科他）し、
患者の分布が変わり、隣接の湯田町からの患者も
通院するようになったこともあげられる。
　第三に、村行財政全般のあり方を念頭に置いた
うえで、公共性と経済性を兼ね備えながら、「生
命行政」を短・中長期計画として具体化するため
の政策立案能力、さらに患者・住民ニーズを把握、
実施するための組織力、行動力をどのように充実・
強化していくかであり、他方、小規模な病院の経
営や自治体の財政にとって不利な国主導の医療制
度改革や行財政構造改革（交付税措置や補助金配
分等）があげられ、村財政悪化の責任の一端は中
央政府にもある。
　こうした点がなかば置き去りにされたまま、い
わば展望なき病院経営が続けられていく。一般会
計から病院事業会計に対する繰出金が「交付税の
右肩上がり（収入増）」に支えられ増大していた時
ならまだしも、交付税が縮減に転じてもほとんど
変わらず、村長も真正面から向き合わない、ある
いは向き合えないなかで、責任回避の大義名分に
なり得る合併に向かっていくことになる。そして、
後述のように合併前後の病院経営は旧町村の首

長、住民、医師等の医療・病院を巡る認識が十分
に共有できないまま、外的要因の影響も大きく受
け、危機的な状況に限りなく近くなっていく 38）。
　なお、現在のところ、診療科目は内科、外科、
歯科、眼科（非常勤による応援診療）、小児科（同）
で、この体制になって少なくとも 10 年以上は経
過している。かつて眼科はなく、産婦人科や耳鼻
科が開設されていた。2002 年 10 月に「10 対 1 看
護補助加算」および「一般病棟入院基本料Ⅰ群
2」、06 年 4 月に看護補助加算 2、入院時食事療養

（Ⅰ）、栄養管理実施加算、褥瘡患者管理加算、電
子化加算、07 年 1 月に「13 対 1 の看護基準」に
よる一般病棟入院基本料（「3」＝ 1 日当り 10,920
円）を採用している。
　主な設備は全身用ＣＴ、超音波診断装置、エッ
クス線ＴＶ、人工透析装置（5 台）、電子内視鏡
装置、生化学自動分析装置、乳房エックス線装置、
電子カルテなどである。わずかな医師数でも多様
な手術を手掛けていた増田院長の時代と違い、新
世紀に入ってからは手術等に伴う訴訟リスクや病
院間の役割分担化などのために、手術はわずかで
ある。
　次に国保特会である。歳入合計は 1986 ～ 2000
年度 328 百万円～ 365 百万円でほとんど変化して
いないが、その構成で例えば、国庫支出金が減少
し、国保税が微減し、その他の収入が微増して
いる（表 12）。歳入はその後急増し、01 年度 385
百万円（うち国保税 107 百万円）、02 年度 405
百万円（同 111 百万円）、03 年度 463 百万円（同
103 百万円）、04 年度 450 百万円（同 106 百万円）で、
国庫支出金、療養給付費交付金、繰越金、繰入金
の増に大きく規定され、過去にもあったが前年度
からの繰越金によって黒字になることが多い。
　歳出合計は 1986 ～ 00 年度 268 百万円（98 年度）
～ 346 百万円（89 年度）で比較的変動が激しく、
01 年度 326 百万円、02 年度 352 百万円、03 年度
415 百万円、04 年度 361 百万円である（表 13）。
黒字が継続されていると言っても、本村のような
小規模保険者にとって超高額医療の対象者が平年
よりも数人多く発生すれば、保険給付費が著しく
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伸び、赤字に転ずることも予想されるので、決し
て楽観できない。
　被保険者 1 人当りでみた国保料の収入額、例え
ば 2001 年度 69 千円、04 年度 66 千円は県内町村
の平均で、保険給付額は順に 131 千円、156 千円
で平均より高めである（決算カード）。そして、
西和賀町の 09 年度の数値をみると、順に 80 千円、
310 千円で、前者は上位に位置するのに対して後
者は最高になるまでに増大している。
　被保険者数（年間平均）は 1986 年度 2,752 人
から 99 年度 1,492 人まで一貫して減少し、00 年
度に増加に転じ、04 年度に 1,595 人となっている。
その構造を分析すると、近年、主に地域経済の停
滞、縮小の影響を受け加入世帯が増加しているこ
とが特徴的である。また、老人保健の対象年齢の
引き上げにより国保における老人保健対象者が減
少する一方で、一般被保険者と退職被保険者にお
ける前期高齢者が増加したことも反映されている
と思われる。
　老人保健特別会計の歳入歳出はほぼ一貫して
増大しており、歳入は 1986 年度 219 百万円、87
年度 212 百万円であったが、95 年度 370 百万円、
96 年度 482 百万円、03 年度 559 百万円、04 年度
519 百万円になっている（表 14）。支払基金交付
金、国庫支出金、県支出金、繰入金のいずれも増
大しているが、最大の比重を占める支払基金交付
金は 01 年度 390 百万円（86 年度 152 百万円）ま
で増加し、その後老人保健法改正に伴う対象者の
自己負担増と入院患者数減のために減少している
のに対して、その他はおおよそ一貫して増大し続
け、3 倍以上の伸びを示す。
　老保の対象者（年平均）は 1986 年度 597 人か
ら 2002 年度 985 人まで増加し続け、03 年度以降、
制度改正のために減少に転じている（表 15）。年
間 1 人当り医療費は 86 年度 35.1 万円、87 年度
34.1 万円から増加傾向を示し、99 年度に 60.7 万
円で最高となり、合併前の 04 年度まで 53.2 万円
～ 58.8 万円で推移している。合併後でみると、
06 年度 54.9 万円で、県平均 55.3 万円をわずかに
下回る水準であり、最少の九戸村 39.3 万円に程

遠い。医療ニーズの多様化を背景に、周辺市等の
中核病院で高度医療を受けることが主な要因の一
つにあげられよう。なお、県平均は全国都道府県
のなかで最低クラスである。
　老人医療費に関して 1987 年度は入院 420 件、1.1
億円、入院外 6,317 件、8.3 千万円、歯科・調剤
等 1,076 件、1.2 千万円、2004 年度は順に 602 件、
2.0 億円、12,149 件、2.3 億円、3,981 件、6.8 千万
円で、いずれも大きく増加している。入院と入院
外では件数のピークは前者 01 年度 757 件（2.6 億
円）、後者 02 年度 12,959 件（2.4 億円）で、前者
は件数で後者の 6％程度であるが、全体コストは
同水準である（表 15）。
　介護保険特別会計の推移をみると、会計規模
は制度開始の 2000 年度に 3.2 億円であったのが、
04 年度 4.1 億円まで増大し、合併後も歯止めが
かかる状況は全く見られない（表 16）。要介護
認定者数 39）は増加の一途を辿り、また給付件数
は 2000 年度 3,688 から 04 年度 6,908 まで急増し、
給付費（04 年度 3.9 億円）も増大し続けている（表
17）。給付の内訳に関して施設サービスは件数（同
800）で頭打ちし、給付費でも変化がないのに比
べて、居宅サービスは件数（同 5,749）、給付費い
ずれも 2 倍以上になり、給付費については施設
サービスのそれに接近している。なお、介護保険
料第 1 号被保険者基準月額は 03 ～ 05 年度 3,700
円、06 ～ 08 年度 3,800 円である。

２．1990 年代以降および合併協議における生
命行政
　1980 年代なかば以降、生命行政の財政問題が
首長・財政サイドから提起され、重大な懸案事項
となり、沢内病院の大幅な機能縮小もあり得るよ
うな状況であったが、90 年代に入って地方交付
税の増大に象徴されるように、いわゆる（歳入の）

「右肩上がり」が顕著になり、とりわけその後半
には病院の黒字年度もあり、病院問題はかつて
ほど大きく取り上げられることはなかったと言え
る。しかし、村債残高および病院の累積欠損金は
増加の一途を辿っており、この点で財政・経営悪

研究ノート　岩手県旧沢内村「生命行財政」の分析と評価
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化の側面は誰にでも理解でき、容易に批判するこ
とができたので、90 年代末には財政見直し、病
院改革の最大の要因として集中的に取り扱われる
ようになる。
　増田院長の 65 歳定年退職直後の 1999 年度に庁
内機構改革により健康管理課（増田の課長職は
60 歳時に解任）、住民福祉課、税務課の 3 課が保
健福祉課と住民生活課の 2 課に編成され、保健婦、
歯科衛生士、栄養士が役場内に移動し、一時代の
終焉を迎えた 40）。医療を単なる「治療」に特化
させ、そして保健や福祉等を分離しようとしたの
である。役場と病院は隣接しているので、連携は
問題ないと言わんとすれば、形式と実質の違いを
見誤ることになりうる。
　さらに時期同じくして、大学医局が関わる医師
招聘を巡る村長、議長も含めた内部混乱のために、
あるいはそれを間接的な理由として、数カ月の間
に 4 名の医師が退職し、その経緯も村民に対して
知らされないという前代未聞の出来事が起こっ
た。1995・96・97 年度の沢内病院事業報告書に
みるように、90 年代なかばに事業目標の一つに

「チーム医療」を通した医療スタッフの活性化お
よび住民に信頼される病院づくりを掲げていただ
けに、医療供給の後退は明らかである。
　老人医療費助成制度の見直しは今に始まったわ
けではないが、『新沢内村総合開発計画（後期基
本計画）』（2000 年 3 月）に記載されたことで重

大な転機を迎えた。本計画は 00 ～ 04 年度を想定
しているが、現状と課題として、「施策開始当時
に比べ平均寿命が延びるとともに、老人所得の向
上や自家用車の普及などによる受診医療機関の広
域化など状況が大きく変化してきている。さらに
村の財政に占める負担も重くなってきていること
から、今後のあり方について再検討が必要な時期
となっている。」と述べ、施策の方向として、「老
人医療費の無料化施策の再検討を行う。」ことが
あげられている。
　病院経営に目を向けると、2001 年 10 月号広報
によれば、沢内病院が医療の質の改善、患者に対
して優しくなれる病院を目指し、「よりよい看護
サービスの提供」に努めるべく実施した「患者ア
ンケート」（従来、投書箱「みんなの声」を設置
していた）の集計状況（200 人対象で 96 人から
回収）では、患者との対応など接遇に対する不満
が最も多く、「信頼関係を築くための基本的な部
分の欠如」にあったと記されている。医師も含め
て「お上意識」あるいは「上から目線」があると
すれば、根本的な問題が潜んでいると思われる。
　2000 年 6 月広報によれば、人間ドックと称さ
れる総合成人病検診（現在では日帰り）の受検者
が 1999 年度 396、00 年度 374 と減少傾向にあっ
たために、アンケートを実施したところ、ドック
を希望しない理由をあげた 311 人のうち「どこも
何ともない」54 人、「仕事の都合」24 人など 123
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表１７　旧沢内村と西和賀町の介護保険に関する統計
2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2005 年度

年間平均 1 号被保険者（人） 1,295 1,325 1,361 1,387 1,419 1,421 ―
年間平均 2 号被保険者（人） 4 5 3 4 3 4 ―
要介護認定者数（年度末） 159 178 171 225 242 243 ―
要介護・要支援認定者（年度末） 183 194 195 ― ― ― 302
年間 1 人当保険給付費 228,390 263,982 248,784 252,367 274,303 163,081 ―
介護保険給付費合計（件数） 3,688 5,213 5,338 6,013 6,908 3,876 ―
　　　　〃　　（円） 296,678,539 349,188,419 338,050,251 349,410,739 389,236,434 231,738,326 ―
　うち施設サービス（件数） 703 753 815 791 800 452 ―
　　　　〃　　（円） 213,851,607 229,029,416 209,490,117 200,608,957 210,824,683 128,060,441 ―
　うち居宅サービス（件数） 2,792 4,172 4,197 4,925 5,749 3,280 ―
　　　　〃　　（円） 82,118,045 119,066,981 127,235,039 147,252,550 176,603,334 102,961,149 ―
　うち高額介護サービス（件数） 193 288 326 297 359 144 ―
　　　　〃　　（円） 708,887 1,092,022 1,325,095 1,549,232 1,808,417 716,736 ―

（注）１．介護保険料（基準月額）は合併前（2005 年度）で旧湯田町 3,800 円、旧沢内村 3,700 円、合併後（06 年度）で 3,800 円である。
　　 ２．2006 年度の要介護・要支援認定者（年度末）は 574 人である。
　　 ３．「―」は未確認を意味する。

（出所）沢内村および西和賀町の歳入歳出決算書（各年度版）、一般・特別会計事業報告書（各年度版）
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人、40％の人が消極的になっていることが明らか
になった。これは過去に見られなかったことであ
る。
　以上のとおり、世紀の変わり目に、健康管理課
の解体、累積欠損金の急増、老人医療費助成問題、
人的資源に関する問題などにみるように、生命行
財政や病院経営で大きな変化がみられることがわ
かろう。
　これに対して沢内病院では 2000 年度から経営
健全化として窓口業務を委託し、また事務の電算
化、カルテ自動検索機導入、ごみの焼却業務の改
善等を実施し、01 年度に病院内部の改善に関す
る各種専門委員会（職員レベルの各種研修、環境
整備、医療安全管理などの委員会のこと）、さら
に病院経営健全化検討委員会（委員長元県医療局
長）を設置している。
　2002 年度から診療日を試行的に毎月第 2・4 土
曜午前と月曜祝祭日の通常診療（医科・歯科）ま
で拡充し、歯科に関しては延長診療にも取り組み、
また健康推進室（看護師配置による健康・医療相
談、検診・予防接種、各種検査案内等の重点化に
よる病院機能の充実）を設置し、保健師等との連
携による糖尿病教室や各種健康教室の開催・充実、
04 年度に理学療法士 1 名の採用や電子カルテの
運用開始など様々な対策を講じている。
　これらの取り組みに加えて、2001 年に「地域
に開かれた病院づくり」を目的に座談会（村内 9 ヶ
所）が開催されているが、村医療の本質的な点を
問い直すような動向があまりみられないなかで、
経営健全化が重視されていく。
　こうした生命行政や病院経営の見直しのさな
か、一般会計が大規模公共事業により最大規模と
なった 1999 年度あたりを境に一般会計や病院経
営の悪化が著しくなり、次第に「平成の大合併」
に取り込まれていったのである。すなわち、沢内、
湯田両町村が合併を模索、協議し始める。両町村
は面積、地形・気象、歴史、人口など多くの点
で類似しているが、地域の特徴を活かして、沢内
村が「生命尊重・行政と農業」、湯田町が「温泉、
芸術、観光業」に政策的重点を置くように、産業

では大きく異なる。また自治体財政の点では湯田
町も地方債残高（町民 1 人当り 2004 年度末 134.9
万円）で県内トップクラスであった。
　2002 年 11 月から 03 年 3 月まで両町村職員か
らなる広域行政検討会が開催され、その成果は
03 年 3 月に報告書としてまとめられ、両町村長
に提出された。次いで、03 年 3 月 25 日に任意合
併協議会（会長沢内村長）、04 年 1 月 26 日に法
定合併協議会（会長湯田町長）が設立され、後者
は 05 年 9 月まで 18 回にわたって開催され、05
年 11 月の合併に至る。そのプロセスにおいて両
町村（民）の生命行政それ自体や保健、医療、福
祉を巡る認知度や重要度で無視できないギャップ
があることが明らかになる。
　拙論「岩手県西和賀町の合併誕生に至る旧町村
の動向と生命行政−旧沢内村『老人医療費の
10 割給付制度』の取扱いを中心に−」（『総合
政策』第 12 巻第 1 号、2011 年 1 月、岩手県立大
学総合政策学会）では老人医療費 10 割給付制度
に焦点を当て、両地域の合併論議におけるその取
扱いが詳細に分析され、その一環として沢内病院
に関しても言及されている。
　沢内病院については、「公営企業として一層の
経営健全化に努めながら新自治体に引継ぎ、民間
開業医と連携した地域医療の確保と保健・医療・
福祉の一体的なサービス体制の確立を図っていく
ものとする。なお、病院の建設については、地域
の実情、時代の流れ、救急搬送体制等を鑑みなが
ら、地域ニーズに沿った医療機関として建設内容
を検討するものとする。」で決着する（湯田町沢
内村合併協議会『合併協定書』p.111）。1976 年新
築で老朽化、狭隘化の著しい病院の整備は喫緊の
課題であったものの、その内容に関する議論は先
延ばしとなった。
　これに対して老人医療費 10 割給付制度は終焉
を迎えることになり、従来の制度から変更となっ
た主要な点は以下のとおりである。① 60 歳以上
が 65 歳以上になったこと。②患者一部負担制度
が新たに導入されたこと。③対象医療機関が沢内
病院のみから新町全域（薬局を含む）に拡大され
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たこと。
　筆者は任意、法定の両合併協議会における老人
医療費の窓口負担無料制度（10 割給付制度）の
取扱いを分析し、以下のように評価した。「新自
治体建設計画（策定）、議会議員の定数及び任期
の取扱い、新自治体の事務所の位置と並んで大議
論になり、それに関して湯田町を巻き込んで展開
できたという点では、『西和賀町』の医療あるい
は自治にとってある程度の意義はあったといって
よい。
　他方、合併協には患者一部負担制度の導入、さ
らに対象医療機関や受給対象年齢の見直しはやむ
を得ない雰囲気が早々にできており、法定協で協
議し始めると、決着を急ぐ状況が作り出され、沢
内村が湯田町に対する譲歩を最小限にすることが
できたというよりも、防戦一方を余儀なくされた
と考えられる。
　『老人医療費助成制度の運用にあたって、…合
併後 3 年以内に給付や財政負担の状況、地域医療
の現状を考慮し、内容について再検討する。』こ
とが確認された点に着目すれば、暫定的な方策で
あることは明らかであるが、46 協議項目の半数
以上が合併時までに調整または合併後に決定とい
う扱いで、それについても避けられなかったので
あろう。
　こうした一連の協議を整理すると、その組み立
てが財政（負担）中心に移行したことは明白であ
り、新町の医療あるいは自治を充実・強化してい
く展望を見出せるかと問えば、否という仮説を持
たざるを得ない。これは生命尊重・生命行政のま
ちづくりを深沢村長時代という原点に戻って再検
討する必要があるのではないか、という思いによ
る。」
　「沢内村は過去に何度か老人医療費の 10 割給付
制度の見直しを大々的に議論せざるをえないよう
な状況に直面しながら、地域ぐるみの協議を通し
てそれを堅持してきた経験があるにもかかわら
ず、議会・議員あるいは住民がまとまって村当局
に対して『生命行政』それ自体にまで踏み込んで、
その支柱としての 10 割給付制度や沢内病院を問

い直すようなアクションはみられなかった。現世
代が生命行政に真正面から向き合わなければ、次
世代にとってそれは遠い存在にしかならない。」
　「合併協の村メンバー、村議会の議員のいずれ
にせよ、断定できないが、一部で 10 割給付制度
の放棄はやむなしとするような主張もみられたの
で、村側が必ずしも一致団結していたわけではな
く、したがって村民のそれに対する意向は意識調
査やアンケートなどが実施されていないために、
まとまった形でみえないものの、同様のことが考
えられる。しかし、合併協は別にして、過去にも
そのような構図は形成されたことがあろうが、今
回のように、法定協設立以降、村全体におよぶ対
話が実質的に成立していなかったことは無視でき
ない問題であったと言える。」
　なお、2003 年 12 月 1 日～ 5 日には両町村民 20
歳以上を対象にした住民意識調査が実施されてい
た（回収率 87％、有効回答 5,579 人＝湯田町 2,799
人＋沢内村 2,780 人）。一例として、問 7「合併し
た場合に優先して取り組むべき施策」のうち、暮
らしというテーマに関して、第 1 位は両町村とも
に「地域医療体制や救急医療など医療体制の整備」
であったが、これが具体的に反映された形で決着
したのかと問えば、疑問を禁じ得ない。『新沢内
村総合開発計画』（2000 年 3 月）を典型として、
村の主要な計画において「生命尊重」や「生命行政」
という用語が用いられないことから言えば、湯田
町は言うまでもなく、村内でさえ、その内容を共
有することが容易でなかったかもしれない。
　2005 年 11 月の合併から西和賀町は合併前の旧
町村長対決となった町長選挙を制した旧沢内村長
の下でスタートしたが、地域経済・社会および自
治体行財政の激動により、08 年 3 月に「西和賀
町総合計画」（第一次基本構想 08 ～ 17 年、前期
基本計画 08 ～ 12 年）がようやく策定された。ま
ちの将来像「人が輝き地域の力満ちる町」が掲げ
られ、まちづくりの 3 つの視点のうち「健康」で
は「『生命尊重のむらづくり』や『温泉を核とし
たまちづくり』の哲学と成果を踏まえ、これから
の時代に最も求められている『「健康」を重点と
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したまちづくり』をめざします。」と謳われている。
　まちづくりの体系（第一次基本構想）として保
健医療福祉の「誰もが安心して、その人らしく、
健やかに暮らすために」における「医療機関の連
携による地域医療体制づくり」の項目をみると、

「沢内病院の機能強化」「救急医療体制の充実強化」
「民間医療機関との連携」「リハビリ医療の充実」
が明記されている。また、「障がい者、高齢者福
祉の支援体制づくり」の項目では「財政状況も勘
案しながら（医療）制度の内容を検討し、高齢者
が安心して受診できる体制の整備を図ります。」
と記されている。
　これらの具体化に際して首長、医師、住民等の

「対話」が強く要請される。『新沢内村総合開発計
画（後期基本計画）』には「村民総参加の村づく
りを推進するために、情報公開と対話の行政確立
に努める。」と高らかに謳われていたのである。
　「ともに支えともに生きる（西和賀町老人保健
福祉計画・同介護保険事業計画）」（2006 年 3 月）
では将来人口として平成 26 年（2014 年）に 6,529
人（06 年 7,595 人）、65 歳以上人口で 2,811 人（同
2,905 人）、高齢化率は 43.1％（同 38.3％、沢内村
97 年度末 28％、04 年度末 37％）に達すると推
計されている。06 年に 65 歳以上 1 人暮らし世帯
は 426、高齢者世帯は 654、したがって高齢者の
み世帯は 1,080 で、総世帯数の 42.6％（16.8％＋
25.8％）を占めるが、今後、その比重はさらに高
くなると見込まれる。
　65 歳以上国保病類別疾病状況（2005 年 5 月診
療分）をみると、旧湯田町、旧沢内村ともに第 1
位が循環器系疾患、第 2 位が消化器系疾患、第 3
位が筋骨格系及び結合組織疾患で、前者は順に
26.0％、17.3％、14.8％、後者は 44.0％、12.2％、9.8％
で、両町村とも寝たきり状態に結びつくと思われ
る循環系疾患や筋骨格系及び結合組織疾患が大部
分を占めている。
　これに対して、「町内における医療機関は、国
保沢内病院をはじめ診療所（医科）が 3 カ所、歯
科が 4 カ所と医療機関に恵まれた状況です。また
近隣市町村への交通の便が良いことから他市町村

の医療機関にもかかりやすい状態であり、医療の
恩恵を受けやすい状況下にあります。」と評価さ
れている。他方、訪問看護事業（在宅系事業）は
頭打ちの状況で、とくにスタッフ不足による影響
が大きい。（表 18）また、2009 年 4 月に公設民営
で運営してきた福祉施設がやすらぎ会に無償譲渡

（建物・備品等）され、町はそれに対して福祉サー
ビスの提供に加えて経営基盤の強化を求めること
になった。
　高橋典成（2009、p.56）は福祉インフラ整備に
関してハード面では既に「湯田町、沢内村あわせ
て人口約 8,000 人のなかに、主な施設として、特
別養護老人ホーム（50 人定員 2 ヵ所）、老人保健
施設（81 人定員 1 ヵ所）、痴呆性対応グループホー
ム（9人定員1ヵ所）、高齢者生活福祉センター（2ヵ
所）等があり、ディサービス、ショートステイ、ホー
ムヘルプサービス、訪問入浴サービス、訪問看護
サービス等も揃っていた（現在はさらに充実）」
と述べ、今やベッド数は 230 床超で、人口当たり
で県内トップクラスである。（表 19）
　西和賀町は 65 歳以上の高齢者数に対する介護
保険施設のベット数の割合に関する参酌標準でみ
て、国全体の平均約3.5％に比して約6％であるが、
施設整備率について「ともに支えともに生きる」
では「過大であるといえます。しかし、町内には
一人暮らし高齢者や高齢者世帯等が割合的に多い
のが現状であり、また老老介護世帯が多いために
居宅での介護力が弱いことから、今後は施設入所
申込者が増大し、施設の供給率も高まる可能性も
見込まれます。」と述べられるに至っている。また、
待機者が少なくないのが現状であることもあげて
おかなければならない。
　他方、ソフト面に関して、村社協は居宅介護支
援、訪問介護事業、訪問入浴事業、通所介護事業
などに加えて、ボランティア組織と協働しながら
高齢者生活支援事業を多方面にわたって手掛けて
おり、合併前から県内では先進モデルとして知ら
れた存在であった。そして、合併後にはクロネコ
ヤマトとスーパーオセン（旧湯田町）と協定を結
んで高齢者（会員）に対する日用品や食料品を中
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表１９　高齢者介護（福祉）サービス事業所別法人一覧　　
法人名 事業所名

短期入所生活介護
社会福祉法人光寿会 特別養護老人ホーム光寿苑

社会福祉法人やすらぎ会 特別養護老人ホームぶなの園
短期入所療養介護

医療法人尽心会 老人保健施設清水苑
認知症対応型グループホーム

社会福祉法人まきば会 グループホーム杜の家自遊舎
特定非営利法人ゆいっこ グループホームゆいっこ

医療法人社団真心会 グループホーム笹の木
小規模多機能型居宅介護

特定非営利法人ゆいっこ 小規模多機能ホームゆいっこ
社会福祉法人光寿会 小規模多機能ホームひなたぼっこ

介護老人福祉施設
社会福祉法人光寿会 特別養護老人ホーム光寿苑

社会福祉法人やすらぎ会 特別養護老人ホームぶなの園
介護老人保健施設

医療法人尽心会 老人保健施設清水苑
介護療養型医療施設

医療法人社団真心会 佐々木内科小児科医院
居宅介護支援事業所

社会福祉法人西和賀町社会福祉協議会 ケアプランにしわが
社会福祉法人光寿会 特別養護老人ホーム光寿苑

医療法人尽心会 老人保健施設清水苑
社会福祉法人やすらぎ会 西和賀町介護相談室

西和賀町国民健康保険沢内病院 沢内病院在宅介護相談室
西和賀町地域包括支援センター

西和賀町地域包括支援センター 西和賀町地域包括支援センター
センター支所 西和賀町社会福祉協議会

通所介護 ( デイサービス）
社会福祉法人西和賀町社会福祉協議会 デイサービスにしわが

社会福祉法人やすらぎ会 デイサービスセンターかたくりの園
認知症通所介護

社会福祉法人やすらぎ会 デイサービスセンターぶなの園
社会福祉法人まきば会 デイサービス杜の家自遊舎

通所リハビリ
医療法人尽心会 老人保健施設清水苑

訪問介護 ( ホームヘルプ）
社会福祉法人西和賀町社会福祉協議会 ホームヘルプにしわが

社会福祉法人やすらぎ会 ホームヘルプステーションぶなの園
訪問入浴

社会福祉法人西和賀町社会福祉協議会 訪問入浴にしわが
訪問看護

医療法人社団真心会 西和賀町訪問介護ステーション
西和賀町国民健康保険沢内病院 西和賀町国民健康保険沢内病院

（出所）西和賀町提供資料より筆者作成

（2008 年度現在）表１８　訪問看護事業（在宅事業）における利用実績
2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

稼動日数 245 277 278 274 257 256 262 254
医療保険・訪問看護（延人数） 196 180 153 210 167 145 103 142
医療保険・訪問診療（延人数） 441 562 580 635 639 71 88 87
介護保険・居宅療養管理指導（延人数） 411 431 490 922 577 472 456 437
介護保険・訪問看護（延人数） 410 658 850 561 942 877 854 727
介護保険・居宅介護支援（延人数） 628 624 799 972 987 662 456 302

（出所）沢内村および西和賀町の歳入歳出決算書（各年度版）、一般・特別会計事業報告書（各年度版）
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心とする宅配サービスを行っている（買物支援事
業「まごころ宅急便」）。
　生活支援に関して、1996 年に大工さんたち 8
名がボランティアグループ「ハウスヘルパー」を
結成し、住宅補修サービスをし始め、今では軽微
なものからサービスを拡充し、居住環境改善や住
宅改善支援を本格的に行っている。また、98 年
に 14 商店・5 理美容店がボランティアとして「ふ
れあい協力店」を結成し、様々な出前サービスを
実施している。00 年度に社会福祉法人まきば会
による痴呆性老人のためのグループホーム自遊舎
が、02 年度に社会福祉法人潤沢会による知的障
害者通所授産施設「ワークステーション湯田沢内」

（定員 35 名）が開設された。
　2007 年 8 月にＮＰＯ法人「深沢晟雄の会」が
設立され、生命村長の理念と実践の検証・研究活
動が岩手県立大学と岩手看護短大の連携による研
究体制のバックアップを受けながら進められて
いる。07 年 9 月末現在、正会員は 77 人（うち町
外 4 人）、賛助会員は 6 人（同 5 人）であったが、
10 月末にはＮＨＫテレビ放映の影響もあり、正
会員が 100 人、賛助会員が 15 人に増加している。
代表者は太田祖電であるから、今では最も貴重な
証言者、貢献者ということになる。
　2008 年 2 月の記録映画「いのちの作法−沢
内『生命行政』を継ぐ者たち−」の完成も追い
風となり、08 年 10 月に「深沢まさお資料館」が
開館に至っている。病院敷地内にある旧看護師宿
舎を町から譲り受け、日本宝くじ協会の助成 2.2
千万円等により整備された。09 年 11 月の劇映画

「いのちの山河−日本の青空Ⅱ−」劇場公開
（西和賀町長をはじめ県内の有志による上映運動
を成功させる岩手の会 08 年 12 月結成）も「生命
行政」を再び世に知らしめる機会となり、資料館
は 10 年 11 月 10 日に来館者 1 万人を達成した。
　2007 年 10 月にＮＰＯ法人「輝け『いのち』ネッ
トワーク」（初代代表者高橋典成）が結成され、
虐待を典型として様々な事情を抱えた子どもの支
援やホームステイの実施を手掛けており、育ち直
しの場の提供、子どもの命の保護を通した地域養

護のあり方を追求し、同時に生命尊重の精神を継
承し、研究会やシンポ等も開催している 41）。結
成当初、正会員は 40 名、賛助会員も 40 名程度で、
前者については 11 年 4 月現在でも同数である。
2008 年 1 月に「沢内いのちの研究所」を設立し、
生命行政の検証を開始している。

３．合併後における生命財政
　2006 年 12 月に西和賀町行政改革大綱（以下、
行革大綱と略称する）が「ともに支えともに生き
る（西和賀町老人保健福祉計画・同介護保険事業
計画）」（06 年 3 月）より後に、そして、「西和賀
町総合計画」（08 年 3 月）より 1 年 4 ヶ月も前に
策定された。
　行革大綱は冒頭で合併協議会での事務事業調整
を踏まえた 10 年間の財政計画について「年度経
過とともに厳しさを増し、期間後半には基金等を
取り崩しながらの計画となっていることから、厳
しい財政状況の中で行政運営を行うためには、よ
り一層の経費節減に努める必要があります。また、
合併時には統一できず合併後に協議をすることと
した事務事業もあり、その取り扱いについても早
期に着手し、方向を確定しなければなりません。
併せて、合併時に定めた事務事業についても、実
際の運用の結果を検証し、見直すべきものは見直
す必要があります。」と述べ、三位一体改革のよ
うな大きな変動に直面し、見通しを持ちにくいな
かでリセットを含意して策定されたと言えよう。
　行革大綱は実施期間を 2006 年度から 10 年度ま
でとし、行革推進のための取り組み 5 項目、すな
わち、①財政の健全化、②行政システムの見直し、
③公営企業・第三セクターの経営健全化、④行政
への住民参画の推進、⑤職員の意識改革をあげて
いる。各項目は以下の柱からなる。
　①財政の健全化…「職員定員管理と給与の適正
化」「財源の確保」「経常的な経費の節減」「補助金・
負担金等の見直し」「公共施設の見直し」
　②行政システムの見直し…「行政評価の実施」

「事務事業の整理・合理化」「組織機構の見直し」「電
子自治体の推進」
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　③公営企業・第三セクターの経営健全化…「公
営企業の経営健全化」「第三セクターの見直し」
　④行政への住民参画の推進…「情報公開の推進」

「住民の意向把握の拡充」「行政と住民、企業の連
携」
　⑤職員の意識改革…「職員の能力開発と活用」

「人事制度の見直し」「職場の活性化」
　「公営企業の経営健全化」では「沢内病院（地
方公営企業法一部適用）については、平成 15 年
度に策定した経営健全化計画の検証と見直しを行
い、中長期的な視点から病院経営の安定化を図り
ます。」と記されている。
　同じく 2006 年 12 月に行政改革大綱実施計画

（集中改革プラン）が策定されている。「集中改革
プラン」という副題が付けられているが、これは
05 年 3 月に総務省より示された「地方公共団体
における行政改革のための新たな指針」で策定が
規定されている「集中改革プラン」としても扱う
ことによる。したがって、以下の点を典型として、
ほとんど独自性がない計画になっている。
　行革大綱実施計画では財政効果と職員削減の見
通しとして、経費節減等による財政効果があげら
れ、「効果額は、平成 17 年度を基準とし、平成
18 年度から平成 21 年度までの 4 年間の累計値で
す。（国の基準年度に合わせ、21 年度までの推計
としています。）」と述べられている。そして、歳
入として税の徴収対策 1.17 億円、歳出として人
件費の削減 1.67 億円、経常的な経費の見直し 1.85
億円、補助金等の整理統合 1.38 億円があげられ、
歳出削減効果額は 4.9 億円、財政効果合計は 6.07
億円である。また、職員数の削減（2006 ～ 10 年度）
については、05 年度 205 人から 10 年 4 月 1 日現
在 193（▲ 12 ＝ 5.9％）と設定されている 42）。
　これに対してあえて独自性を見出すとすれば、

「公営企業の経営健全化」に関して病院の医師確
保による安定経営として、「地域の中核病院とし
ての機能を安定的に確保するために、医師数を確
保し、在宅医療や介護にも積極的に取り組める体
制を整えます。」という点であり、医療（病院）
が積極的に福祉・介護的役割を果たす沢内方式の

一端を垣間見ることができる。しかし、大半の実
施項目に着手され、一定の成果を収めているなか
で、この点では充実から遠くなる傾向にある。
　次に、合併後の町財政であるが、一般会計にお
ける歳出総額は 2006 年度 6,671 百万円、07 年度
6,641 百万円、08 年度 6,510 百万円で微減してい
るのに対して、09 年度 7,232 百万円は牛乳加工場
設備整備や除雪機械格納庫新築、定額給付金給付
などのために増大している。08 年度の歳出の内
訳をみると、公債費 19.8％、人件費 17.9％、補助
費等 12.9％、繰出金 12.3％の順で、普通建設事業
費は 5.3％にしかすぎない。
　歳入構造をみると、地方債の大幅減（2006 年度
834 百万円、07 年度 567 百万円、08 年度 542 百万円）
に対して地方交付税（3,801 百万円、3,908 百万円、
4,029 百万円）と地方税（514 百万円、539 百万円、
546 百万円）は増大している。09 年度に関しては
国庫支出金の大幅増が特徴的である。
　歳出歳入については、いわゆる「三位一体改革」
の一環として実施された国から地方への税源移
譲、与党としての自民党の末期および民主党の政
権交代における政策・改革動向などの影響を受け
ていると思われるが、国・地方の経済停滞もあっ
て中長期的な財政見通しが明瞭でないのが現状で
ある。
　2006 ～ 09 年度の行革実績をみれば、経常的な
経費の見直し、補助金等の整理統合、税の徴収対
策が計画額を下回ったのに対して、人件費の削減
は計画額を大きく上回る 3.3 億円となり、職員数
は全体で 16 人減の 187 人、一般行政部門で 10 人
減の 107 人で、大きな効果を収めている。
　主な財政指標に関して経常収支比率は 2006 年
度 98.6％（減税補てん債及び臨時財政対策債除
く ）、07 年 度 98.5 ％（ 同 ）、08 年 度 96.0 ％（ 減
収補てん債（特例分）及び臨財債除く）、09 年
度 95.5％（同）で、財政改革の効果がみられ
る。公債費負担比率および実質公債費比率も順に
24.2％、20.3％から 19.4％、16.8％まで低下してい
る。さらに、町債現在高は 06 年度末 10,218 百万
円（町民 1 人当り 137 万円）から 09 年度末 8,565
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百万円まで低下し、逆に、積立金現在高（財政調整、
減債、特定目的の各基金の合計）は 547 百万円か
ら 1,532 百万円まで増大しており、総合的に分析
すると、数値上の改善は特筆に値するが、やや性
急であると言わざるを得ない。したがって、その
反動が危惧される。
　民生費における老人医療費助成（制度）に関し
ては 2002 年度の医療制度改革により老人医療の
対象年齢が 70 歳以上から 75 歳以上に段階的に引
き上げられたものの、合併時の独自制度の見直し
の影響が強く合併前に比してほとんど変動がな
い。衛生費における予防費については新たに創設
された健康づくり推進費を考慮しても、08 年度
スタートの後期高齢者医療制度（長寿医療制度）
による支出方法の変更のために十分な分析ができ
ない。繰出金（民生費、衛生費）も制度改革のた
めに推移の特徴を抽出することは容易でないが、
介護保険特会分は明らかに増大しており、病院事
業会計分は 2 億円超に達している。
　次に、沢内病院事業会計の特徴をみると、第一
に、医業収益の落ち込みが激しく、2008 年度は
4 億円を辛うじて超える程度で、経営の悪化が著
しい（表 5）。入院は 06 年度に 8.7 千万円（04 年
度 19.5 千万円）で、危機に直面し、外来は 08 年
度 22.6 千万円（同 38.4 千万円）まで減少してい
る。また、患者 1 人 1 日当たり診療収入でも入院
は大幅減である。これらに対して医業外収益にお
ける他会計補助金が 08 年度に 17.7 千万円（04 年
度 13.4 千万円、06 年度 20.8 千万円）を超え、高
水準を続けている。
　こうした経営悪化は 2006 年度に常勤医師が県
派遣の 1 人のみになったことによる（県派遣それ
自体は過去にも事例はある程度あった）。入院・
外来や救急患者などの制限をせざるを得なかった
のである。さらに、07 年度にも新たに招聘できず、
県（医療局）から特例措置として 2 名の医師派遣
を受ける非常事態になった。他方、07 年度に看
護師だけでなく、薬剤師、検査技師、理学療法士
も次々と退職した 43）。
　第二に、医業費用に占める給与費の比重が

2006 年度 47.1％、07 年度 43.1％、08 年度 52.7％
であり、06・07 年度については数値だけみれば
過去最低の水準であるものの、医師や看護師をは
じめ医療スタッフの不足はかつてないほど深刻で
あり、注意を要する。
　第三に、資本的収入・支出が極めて低い規模に
なり、施設整備や設備・器械更新（購入）がほと
んど行われていない（表 7）。これはその必要が
なかったというよりも、財政的にその余裕がな
かったというのが適切であろう。
　第四に、累積欠損金（当年度未処理欠損金）が
2006 年度に 6.2 千万円に大幅に減少している。「国
民健康保険沢内病院改革プラン（沢内病院事業経
営健全化計画）」（09 年 3 月）によれば、3.7 億円
に及んだ累積欠損金は不良債務でなく、かつ町村
合併により新自治体が設置する病院として全く別
の主体となったので、消滅したということだが、
貸し手の債権放棄があったとしても、実質面でみ
て都合が良すぎる。この点について事務担当者に
説明を求めたが、ほとんど応答がなかった。なお、
西和賀町に引き継がれているとすれば、例えば医
業外収益における他会計補助金のうち「経営基盤
強化対策に要する経費」が 06 年度に急増してい
るし、旧町村の積立金現在高（合計）は 04 年度
末 887 百万円から 06 年度末 547 百万円に大幅減
少しているために、取り崩されているのかもしれ
ない。
　患者数合計は既述のとおり、2004 年度以降の
減少が著しく、04 年度、06 年度、08 年度の数値
をあげると入院 8,677 人、4,382 人、7,019 人、医
科 外 来 31,899 人（281 日 ）、25,521 人（278 日 ）、
21,555 人（267 日）、1 日平均患者数でみると、入
院 23.8 人、12.0 人、19.2 人、医科外来 113.5 人、
91.8 人、80.7 人である（表 9）。平均在院日数は 03
年度 22.5 日、04 年度 22.7 日から 07 年度 20.1 日
まで短縮している。医科外来の急減に関しては投
薬期間の長期化や患者負担の発生・増大に加えて、
介護（予防）サービスの利用増や他病院・診療所
の通院増なども理由として十分に考えられる。　
　在宅治療等の環境に関しては、医師（歯科を含
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む）による訪問診療および居宅療養管理指導を計
画的に実施しており、在宅診療として 50 人程度
が登録している。増田医師の退職以降、往診はし
ていない。また、訪問看護室が設置され、看護師
3 名（2.5 名）が配置され、訪問看護（医療保険・
介護保険適用）サービスを提供しているし、理学
療法士、作業療法士による訪問リハビリも実施し
ている。
　沢内病院の主な財務指標をみると、ほとんどが
合併前に比して極度に悪化しており、医業収益対
医業費用比率、経常収支比率、病床利用率の低下、
職員給与費比率（給与費の対医療収益比）の上昇
は著しい（表 10）。しかし、それらの主な理由と
して（常勤）医師不足であることは明瞭であるが、
それに加えて診療報酬のマイナス改定（引下げ）
など外的、内的な要因も大きいと考えられる。
　2006 年度の診療報酬改定に伴う「7 対 1」看護
基準の創設は小規模病院の看護師不足を招き 44）、
施設基準の確保さえ難しい状況を余儀なくされ、
経営面で不利に作用している。看護水準や安全対
策などが「青天井」化しつつある。また、医師や
看護師の人員配置基準の制度化はそれを満たせな
い場合の診療報酬におけるペナルティ的な性格を
備えているが、明らかに不採算地域あるいは僻地、
離島など地域の実情に程遠いのが実状である。
　2008 年度の職員配置は業務委託等も含めると
合計 61 人で、正職員 39 人（うち県派遣医師 1 人、
歯科衛生士兼務 1 人）、看護業務委託 4 人、歯科
技工委託 1 人、給食業務委託 4 人、医事業務委託
7 人、清掃業務委託 1 人、運転業務委託 1 人など
からなる。これに県内で唯一院内に設置されてい
る地域包括支援センター（06 年度～）には 3 人（保
健師、看護師、事務職各 1 人）が配置されており、
医療と密接な関わりを持てる環境にあり、医師の
指導も受けやすく、町立病院だからこそ可能にな
るのかもしれない。他方、医師不足から看護師等
の退職補充においても積極的に取り組めない状況
になっている。
　朝日新聞 2009 年 3 月 23 日付によれば、沢内病
院の経営等に関して、町当局は 2008 年 11 月だけ

で、15 回を超える住民説明会を開いたようであ
る。しかし、推測にすぎないが、それは地区別説
明会も含むのであれば、一概に多いとは評価でき
ない。他方、住民と病院の信頼関係が薄れ、「沢
内病院離れが起きていた」「大事なのは住民に病
院の置かれている状況を開示すること。負担も含
めて、病院のあり方を選ぶのは住民なのだから」
と、病院事務長の談話を紹介している。
　次に国保特会である（表 12、表 13）。歳入、歳
出いずれにせよ、2008 年度スタートの後期高齢
者医療制度（長寿医療制度）の影響が出ているに
しても、増大傾向にあると言え、歳入について繰
越金は減少しているものの、国庫支出金、療養給
付費交付金、繰入金は継続的に増大している。歳
出では保険給付費よりも老人保健拠出金、介護納
付金、後期高齢者支援金が増大しており、この傾
向は今後顕著になると考えられる。
　沢内病院の経営悪化のさなか、国（中央政府）
の公立病院改革に関する動きが国と地方の大規模
な財政構造改革を背景に、2007 年度に一気に高
まり、総務省は 07 年 12 月 24 日に「公立病院改
革ガイドライン」（以下、ガイドラインと略称する）
を地方自治体に通知した。当時の総務大臣は岩手
県知事時代に県立病院の大規模再編を実施した増
田寛也であった。ガイドラインは政府（政府与党）
が社会保障改革の主要課題の一つに公立病院改革
を位置付けたことに端を発するが、地方公共団体
の財政の健全化に関する法律（07 年 6 月公布の
いわゆる「財政健全化法」）を支える重要な位置
を占めるようになっている。
　ガイドラインは中央政府の方針もあって、病院
事業を行う地方自治体に対して、2008 年度内に

「公立病院改革プラン」を策定し、早期に大きな
成果をあげることを要請した。岩手県医療局は改
革プランにあたる「岩手県立病院等の新しい経営
計画（案）」を 08 年 11 月に公表したが、その作
成と同時期に議論され、09 年 1 月に公表された
岩手県保健福祉部「岩手県公立病院改革推進指針」

（以下、改革推進指針と略称する）は市町立病院（村
立ゼロ）の改革の方向を提起しており、西和賀町
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に大きな衝撃を与えた。
　「改革推進指針」では沢内病院に関して「医業
収益に占める一般会計からの繰入の割合が高く、
当該繰入によって経営が維持されているが、病床
利用率が極めて低く、近年累積欠損金を計上する
など経営状況は良くない。現状の病院事業を継続
した場合、町財政に与える影響の拡大が懸念され
る。中核病院（県立病院）との時間・距離、西和
賀町の介護・福祉体制における役割、秋田県の医
療機関の利用状況も含めた患者の動向等を総合的
に勘案し、経営状況の改善の観点から、『病床の
削減あるいは診療所化などについて』検討が必要
である。」と述べられている。
　改革推進指針を踏まえて本格的に議論し始め、
2009 年 3 月に策定された「西和賀町国民健康保
険沢内病院改革プラン」（以下、沢内病院改革プ
ランと略称する）は 2009 ～ 11 年度で期間設定
し、「当面は一般病床 40 床を有する公的病院とし
て存続することが適当である。」「経営形態の見直
しについては、慎重にならざるを得ない状況にあ
り時期尚早と判断する。」とし、常勤医師 3 人体
制を見込んだ収支計画としている。また、累積欠
損金については「赤字経営において減価償却引当
金 08 年度見込 1.40 億円の範囲内であることが一
つの目安となっている。」とし、経営健全化にとっ
ての明確な基準がみられる。
　経常損益は 2007 年度▲ 26 百万円、08 年度▲
59 百万円（医業収益の落ち込みは 7 月からの院
外処方箋の発行に伴う診療報酬の減少のため）か
ら 09 年度▲ 21 百万円、10 年度▲ 6 百万円まで
改善し、11 年度に 14 百万円で黒字に転換するこ
とが、さらに 11 年度に経常収支比率 102.1％、医
業収支比率 86.2％、職員給与費比率 67.5％、病床
利用率 70.0％になることが想定されている。目標
達成に向けて、「医師を含めた人材の確保対策」「診
療収入の確保と経費節減対策」（①診療機能の充
実と診療収入の増加策、②経費節減対策、③職員
の質の向上）があげられている。
　改革推進指針はその目的を「県全体を見据えた
公立病院改革の方向性を提示することにより、『公

立病院改革プラン』の策定・推進を支援すること」
であるとし、市町立病院に対して個別に改革案を
提起している点で極めて大胆であるが、沢内病院
に関して言えば、とりわけ医師を派遣しているこ
とから、軽視するわけにはいかないのであろう。
しかし、市町村と十分に議論したわけではなく、
さらに、病床利用率は 2005 ～ 07 年度の 3 ヶ年分
が表示されているが、とくに小規模病院では資質
や意欲等に違いがあるにしても、医師 1 人の増減
だけで大きな影響が及ぶにもかかわらず、一律に
設定した期間の数値で評価されている点は看過で
きない。
　改革推進指針では「病床の削減あるいは診療所
化などについて」検討が必要であるとされたが、
老人クラブや婦人会などは 2009 年 3 月 1 日「沢
内病院を守る町民大会」を主催し、200 人超の町
民が参加し、「診療所になれば無床化の道をたど
る。町民が安心して暮らせる町づくりのために病
院を守る」という大会宣言を採択した。これは沢
内病院改革プランの作成にとって大きな影響を与
える結果となった。なお、町独自の医師招聘が実
現したこともあって、09 年度をもって県派遣医
師は引き上げられている。
　「沢内病院を守る町民大会」のように、町民の
総意で病院の存在意義を確認したのは初めてで、
非常に重要な意義を持つ。旧村としては過去に何
度か経営悪化を理由にして診療所化が提起された
ことはあるが、病院継続を前提とした経営健全化
の雰囲気が強く、真に切迫した状況に至っていな
かったと考えられる。今回を契機に今後の発展的
なアクションが期待される。これまで住民サイド
から経営健全化の具体的な実践プランが提示され
たことはないと思われるが、だとすれば新たなス
テージに進むべき時であろう。

Ⅳ．西和賀町における生命行政の理念継承と公的
医療充実の可能性
　沢内病院は 1976 年の新築から 35 年を経過し、
施設の著しい老朽化、狭隘化による療養環境の悪
化が顕在しており、2014 年度の整備（新築）に
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向けてそのあり方が町医療のビジョンと併せて、
また立地の変更の可能性も含めて議論されてお
り、重大な分岐に立っている。合併時には 09 年
度の整備が構想されていたので、大幅な遅れであ
る。ある元沢内病院医師は筆者のヒアリングにお
いて合併後、「西和賀町の病院」になりきれない
状況を見兼ねて、「旧村のための診療所」として
出直した方が良いと鋭く指摘したが、地域ぐるみ
で生命尊重のむらや生命行財政を改めてビジョン
から具体化していく必要がある。
　沢内病院改革プラン等にしたがえば、西和賀町
の人口は 2015 年に 6,370 人（11 年 8 月末 6,771
人）まで減少し、高齢化率は 44.1％（10 年度末
40.9％）まで上昇し、また 1 日当り入院・外来患
者数も微減し続け、外来では入院よりも減少の程
度が大きくなることが予測されている。超高齢化
に着目すれば、いわゆる後期高齢者の入院長期化
や複数科受診のニーズは一層増大し、また高齢者
世帯および高齢単身世帯あるいは高齢者の日中独
居の比重もさらに高くなり、在宅看護・介護力は
低下するばかりであろう。
　これに対して高齢化率の上昇による患者増加の
根拠が考慮されているか否かは不明であるが、町
民・患者あるいは町外医療機関の利用者のニーズ
に向き合い、それにできる限り応えていけば、さ
らに町内の開業医における高齢による閉院の対応
に備えれば、継続的な患者減少ありきは早計であ
ろう。さらに、後期高齢者の急増によって、老後
の生活場所に加えていわゆる「最期」を迎える場・
形（看取り）などを巡って大病院でなく沢内病院
の存在が問われている。
　「町民病院の整備を行うにあたっての町民アン
ケート実施結果」（町ＨＰ）をみれば 45）、沢内病
院における入院利用の低水準と町外入院の高水準
が明らかになり、また「沢内病院を利用しない理
由」をみれば、「自宅が遠いから」（回答数 163）
が最多となり、次いで「信頼できる医師が少ない」

（123）、そして「診療科が少ないから」（116）となっ
た。逆に、「利用した理由」では「自宅に近いから」

（255）が断トツの第 1 位で、次いで「以前からか

かりつけだから」（130）である。
　町民の多くが町外にもいわゆる「かかりつけ
医」があることも明らかになった。すなわち、町
内開業医 32.8％、沢内病院 25.8％に対して町外
20.7％、町内と町外 20.7％である。また、病院利
用の際の交通手段は約 70％が「自家用車」で、
家族の送迎も含まれると思われる。
　超高齢化が進むなかで、結果にみるように、「自
宅に近いから」は多くの利用者にとって本音に聞
こえるし、他方、沢内病院を利用するにしても、
複数科受診の限界のために、または自らの安全、
安心のために町外にも「かかりつけ医」を持つと
いうことであろう。いずれにせよ患者数の減少や
旧村内における開院が示唆するように、過去 10
年でみても、病院のみ「かかりつけ医」は確実に
減少している。　
　こうした結果に関して一部で注意を要する。西
和賀町は南北約 50㎞に及び、旧沢内村の北部に
位置する病院は旧湯田町民の多くにとって遠いか
もしれないが、もともと「村民のための病院」と
いうこともあって、彼ら・彼女らは旧町内の開業
医（歯科除き 2 ヵ所）や都市部の医療機関を利用
しており、選択肢の関係で、「自宅が遠いから」（利
用しない理由）がとりあえず選ばれたとすれば、
過大な数値としてあらわれたと考えられる。
　これに対して、信頼関係が問われているが、自
家用車等があるために、自宅から多少遠くても距
離は二の次であるということが多く、したがって、

「信頼できる医師が少ない」は過小であるかもし
れないし、他方、現在ではいわゆる口コミに限ら
ず、情報媒体の拡充によって、住民・患者にとっ
て病院・医師あるいは様々な病気が身近になって
おり、信頼形成において治療の透明性や説明責任
が初歩的な手続きとして重要になっていると思わ
れる。
　沢内病院の整備にあたって立地の選定が非常に
重要になろうし、そして従来のように、村民のた
めの病院というスタンスではなく、超高齢化の下
での病院の役割や開業医の高齢化を見通しなが
ら、今後、旧湯田町民にとっても、「かかりつけ医」
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の一つにもなり、町内の開業医にはない設備・器
械等を備えたうえで、限られた医師でニーズの多
い診療科を複数にわたって「広く浅く」手掛け、
また開業医が扱わない領域におけるニーズにでき
る限り対応していくとともに、保健・介護（福祉）
においてもチームの一員になれるという意味で、
信頼できる総合医の着任・養成が強く要請される。
　病院医師が保健や介護（福祉）においてもリー
ダーシップを発揮するのも悪くはないだろうが、
むしろ心身ともに疲弊することが憂慮される。そ
れぞれで人材（リーダー）の育成が進むようにな
る方が包括医療（ケア）にとって望ましい。また、
医師数から言えば、常勤医師が 1 人になるような
非常時に備える意味でも、看護師をはじめ医療ス
タッフの技術向上や資格取得などを目指す教育、
研修が不可欠であろう。
　他方で、総合医の存在意義や多面的役割などに
関する普及活動も必要であろう。この点に関して
は診療科の標榜の自由もあって、今や開業医では
多くが標榜される事態に至っており、改めて問わ
れるべきである。専門医で「専門」とつけば、上
位にあったり、また資質として優れたようなイ
メージが先行するのであれば、現行の医師養成・
育成システム（臨床研修制度）に重大な問題があ
るのかもしれない。逆に、楽なようなイメージで
赴任し、現実、違ってあきらめることが多いとす
れば、実はある程度の専門的なキャリアを積んで
きた医師が最後に辿り着くようなポジションなの
かもしれない。いずれにせよ、地域に見合った「総
合医」像があってしかるべできあろう 46）。
　既述のとおり、旧湯田町において住民の大半が
沢内病院を利用しておらず、また旧沢内村でも開
業医（1 ヵ所）の利用の比重が高くなり、これま
で培ってきた患者の情報等の包括管理体制が脆弱
化しており、いわゆる病診連携の強化が不可欠に
なっている。
　連携と言っても、包括ケア会議等の定例的な顔
合わせに限らない患者の情報交換や逆紹介に加え
て、高度医療器械（検査）の共同利用、入院治療
管理や急性疾患（高齢者の肺炎、転倒骨折など）

の受入れ、地域連携バスの作成など多様に考えら
れるが、ケースによっていわば「見えない壁」が
あるので、それぞれにおいて可能性を見出して
いく必要があろう。町内で治療の多くが完結すれ
ば、治療費も含めて様々なコストを要しない点で
患者・住民あるいは地域医療にとってメリットは
大きい。
　沢内病院はアンケート結果にしたがえば入院・
救急機能や時間外診療（主としていわゆる「不採
算部門」）の必要性において 90％をはるかに上回
る支持を得ており、少なくとも非常に狭い治療の
範囲を指した高齢者医療の特化が望ましいか否か
といった空疎な次元ではないことは明らかであ
る。それらに関して長年辛苦を経験してきたこと
による。他方、利用が少ない人ほど病院の存在や
それへの財源投入に批判的な場合もあり得るの
で、研修等を踏まえて経営意識を高めながら、ま
た経営状況もスタッフ間で共有し、対外的にも可
能な限り発信しながら、主に旧両町村をエリアと
する町立病院（公立病院）の役割を再確認する必
要があろう。
　現在開設されている小児科や眼科、さらにそう
でない耳鼻咽喉科など、仮に多くの診療科を開設
し、週 1 日・半日程度の非常勤（診療応援）で賄
うとすれば、各々の医師の「かかりつけ」になる
可能性が高く、受診がその異動に左右されるし、
何よりも多様なニーズに応えているような錯覚に
陥ると言えよう。患者にとっては決して使い勝手
が良いとはいえない。
　また、訴訟リスクが高まり、安全対策が問われ
るなかで少数の医師であるにもかかわらず、大病
院のように手術で評価を高めようとするのではな
く、また医師自らも技術的に不安に陥らないため
に手術を頻繁に実施するというよりも、むしろ入
院・救急等に関わる緊急時の（一時的）処置およ
びそれに伴う安全・安心が最優先されるべきであ
る。
　他方、技術面に関しては自ら積極的に研修の機
会を得たり、県立中央病院や同中部病院等からの
逆紹介に伴って処方を学ぶという最低限のことに
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始まり、その他の町立病院および県立病院との連
携による研修体制の構築・強化が町（当局）、県
医療局のバックアップを得ながら進められること
が強く要請される。
　「生命行政」のビジョン、町立病院や総合医の
意義や役割、通院・受診の諸環境などに関して地
域ぐるみで繰り返し共有、あるいは協議すること
が極めて重要である。公立であるがゆえに、地域
住民の多岐にわたる理解やサポートは不可欠であ
り、他方で、それを得ようとすれば、開業医では
みられない様々な面における経営の透明性や情報
の公開性などが強く求められる。そして、住民（組
織）が中心となって、どのような医師が必要であ
るのかを科学的かつ継続的に発信していく。した
がって、とりあえず医師が来てくれたら、という
ような受け身になる必要はない。
　沢内病院改革プランでは町の人口や患者数の推
移等を踏まえて、1976 年の新築以来変更のない
一般病床 40 床の公立病院として当面存続、現在
の経営形態の維持、初期医療や慢性期医療に加え
て救急・在宅・小児医療、人工透析や健康増進、
疾病予防、各種検診等の継続など地域医療や沢内
病院にとって重要な構成要素が明示されている。
これらの役割に関して開業医との分担と連携を含
めて、公立であるがゆえに可視化できることが望
ましい。患者とその家族だけが出入りする場では
なく、町民全てを対象にした「開かれた病院」に
し、住民や患者に対して単なる馴れ合いでない「顔
がみえる関係」であって欲しいものである。
　40 床の一部を療養病床やその他の病床に移行
する余地があるかもしれないが、基本的に福祉・
介護施設や関係機関、住民組織などとの情報交換
を強化しながら、高齢者を中心に住民・患者の日
常的な健康相談・教育、健康づくり、治療、中核
病院からの受入れや在宅・施設介護の緊急時対応、
リハビリ、さらに緩和ケアや終末期医療も想定し
た、「くらし」に 24 時間寄り添うようなサービス
供給が要請される。特養では入所待ちが 80 ～ 90
人に達しており、他方でそもそも自己負担できず、
行き場なく在宅介護や入院長期化を余儀なくされ

ているケースも多くあり、病院をバックにした在
宅医療の重要性は高く、長期入院患者も含めて介
護サイドとの連携も不可欠であろう。
　こうしたいわば「西和賀町のための病院づくり」
にとって、旧沢内村民だけでなく、高齢化率が高
く、独居世帯も多い旧湯田町の住民さらにその開
業医もいわば「おらが病院・医師」という意識を
強く持てるような条件の整備が欠かせない。町民・
患者サイドからみて、「沢内病院を守る町民大会」
や「深沢晟雄の会」、「輝け『いのち』ネットワー
ク」の今後の動向が間違いなく重要になる。
　生命行財政が合併時期を除けば増田院長の末期
である 1990 年代後半から合併協議の本格化する
2002 年までの最も激動した時期に、住民レベル
で再整理されるような大規模な動きが顕著にみら
れなかったことは、住民からみれば、将来的に禍
根を残すようないわば「空白」であったと評価す
ることができよう。
　両ＮＰＯ法人は現役の福祉団体職員や元村保健
婦や沢内病院ＯＢなど多様な人材で構成されてお
り、ＮＰＯであるものの、特定課題に拘泥するの
ではなく、保健や福祉（介護）との関わり、さら
にくらし全般の幅広い視点から医療や病院、医師
等に向き合い、苦情処理や学習会、生命教育など
様々な面で、老若男女全ての住民・患者との「橋
渡し」役を担い、他方で「患者アンケート」にみ
るように病院職員の接遇という初歩からチェック
すべきである。
　沢内病院の現在の経営理念は「地域に開かれた
チーム医療の実践から質の改善と患者に対して優
しくなれる病院づくり」であるが、他の多くの病
院と違い、病院（町）ＨＰに掲載されているわけ
でなく、さらに院内を見渡しても目につかない。
両ＮＰＯ法人の病院に対する初歩的な関わりは非
常に多くなると言わざるを得ない。
　患者にとって県立中央病院や県立中部病院など
大規模病院に行けば、いわば「お客様」になり、
医師等の言いなりかもしれないが、沢内病院であ
れば非難や批判も含めて言いたい放題になること
もあるとすれば、供給側と需要側のギャップを埋
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めるために積極的に媒介していく必要もあろう。
　他方、1990 年代後半以降に赴任し、退職した
医師のうち数人に対してヒアリングを実施した
が、いずれも医療スタッフの経営感覚が非常に乏
しいことを指摘していた。沢内方式であろうと
なかろうと、いわゆる「外の目」で評価される
と、最低限の水準でさえ備えないような体質が垣
間見られたのであろう。経営状況に対する強力な
チェックも両ＮＰＯ法人に要請される。
　両ＮＰＯ法人が地域ぐるみで最も共有すべきス
タンスとして、町医療の持続可能性の点では有期
である医師や首長のカリスマ的なリーダーシップ
を待望するよりも、「生命行財政」の発展的な再
検討および具体化の繰り返しの方が、主に財政問
題を理由にして地域医療や沢内病院の縮小が提起
されてきた過去にみるように論点も明瞭であり、
いわば軸としてぶれないであろう。今では両ＮＰ
Ｏの活動を積極的に支援するだけでなく、会員に
もなっている元村長の存在もあり、複雑な思いが
しないわけでもないが心強い限りである。
　深沢の精神や功績の継承と言っても、何もかも
同じように実践することはあまり現実的でないの
は明瞭であり、この点においても「生命行財政」
の発展的な再検討および具体化が問われている。
さらに、これまで何度となく診療所化が真正面か
ら取り上げられてきたが、病院継続の堅持（「な
くなれば困る」）を主張するだけでは事態は何ら
好転しないので、首長や医師等との対話を踏まえ
て町医療や病院経営の具体的な実践プランを提起
していくことが強く求められる。
　沢内病院改革プランでは常勤医師 3 人体制が見
込まれているが、近年の状況から言えば、3 人の
継続に限らず、3 人を揃えることさえも容易でな
い。単純に、病院を新しくすれば医師が自然に集
まってくる、あるいは県内で決して高くない報酬
をあげればよい、というわけではないであろうし、
だとすれば、根本的な議論が必要である 47）。
　増田進の 1963 年の着任から 2008 年までに 17、
8 人の常勤医師（歯科除く）が沢内病院で勤務し
たが、勤務期間は 7 ヶ月から 10 年まで幅広く、平

均は 2、3 年である。岩手県立病院勤務経験者ない
し 50 歳代以上の着任が比較的多い。10 年間ある
いはそれに近い期間勤めた医師は 2 人で、ともに
院長に就任しており、必ずしも定着しないわけで
はないが、いかなる退職理由であっても、量的に
十分でなく、安定的でないのは明らかである 。
　医師がほとんど定着しない理由は定かではな
い。医師の赴任や退職にはホンネとタテマエがあ
ることによる。常勤医師にとってとりわけ 1990
年代以降の村行財政の変動を目の当たりにすれ
ば、地域医療に打ち込めるような環境でなかっ
たかもしれないし、他方、村内で暮らし、村経
済・社会と向き合おうとしなかったかもしれない。
2004 年度スタートの新臨床研修制度の影響も少
なからずとも考えられる。
　増田医師が 1 人で何でもこなし、そうした時間
も多いがゆえに後進育成をほとんど実現できな
かった、有名になり不在が多く、他の医師の負担
が重くなったかもしれないし、あるいは医師間の
関係が上手くいかなかった、包括医療システムが
村民に理解されないようになった、同僚医師にも
受け入れられなくなったのかもしれない。単に家
族の事情や体調の悪化などで説明できない場合も
多い。
　伊関友伸（2007）は自治体病院（経営）を主な
研究対象にして、医療問題のうち医師不足を最も
重視したうえで、これが自治体病院の経営を脅か
す最大の要因の一つになっているという問題意識
を持ち、他方でそれを「行政の『お役所仕事体質』
や住民の『他人任せ』の意識から生まれてくる構
造的な問題ととらえ」（p. ⅲ）、地域民主主義の向
上を問おうとしている点に最大の特徴があり、と
りわけ首長のスタンスが問われている。
　首長のスタンスの点では 1990 年代以降、村長
が一期で交替し続けたことを典型とすれば、村財
政の「右肩上がり」を信じて、その悪化を十分に
見通せず、取り返しがつかないようになってから、
行財政改革を断行せざるを得なくなり、それが不
十分であったがゆえに合併を選択したのかもし
れない。他方、病院経営は一般会計からの繰入れ
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の増大にみるように表面的に取り繕ってきたもの
の、その実態に真正面から向き合わず、村医療の
ビジョンに関してさえも医師や村民と十分に議論
してこなかったというのが正確なのではないか。
多くの医師が語るように黒字、赤字は医療サービ
スの結果であるとしても、首長・財政サイドは経
営悪化に直面して逆とみなしたのであろう。医師
不足対策に関して村の医師養成事業（修学資金貸
付）が始められたのは 2002 年度になってからで
ある。
　2011 年 9 月現在、病院長は空席である。直近
の院長は 08 年 4 月から 10 年 12 月まで在籍した
が、09 年 11 月に旧湯田町の最後の町長が前回落
選を経て新町長に就任していることから言えば、
彼による院長の引止めが上手くいかず、新しい院
長の招聘活動も停滞し、院長不在のなかで沢内病
院の整備に向けた議論を進めざるを得ないことは
重大な責任問題である 48）。深沢、太田両村長時
代に大きく見劣りする。さらに合併協議の時期か
ら医師が頻繁に交替し、合併後の 06・07 年度に
県派遣医師に依存した状況をみれば、前町長（05
年 11 月～ 09 年 11 月）も何ら関係がないとは必
ずしも言えない。09 年 5 月に医師 1 人が着任し、
常勤 3 人に増え、これに伴い実現した町独自の招
聘による 3 人の同時勤務は 11 年ぶりで、優れた
成果であったものの、全面的に評価するわけには
いかない。
　こうした実状があれば、全国の医師間の情報
ネットワークは強固であろうから、沢内病院を赴
任候補にあげる医師は減少するばかりであろう。
今後、医師の招聘を巡って劇的な変化を期待する
のであれば、①町長の「くらし」「しごと」を踏
まえた（過疎）地域医療や「生命行財政」に対す
る十分な理解およびその 10 年、20 年を見通した
ビジョン案の提示、さらに②院長の定着に加えて、
町長さらに院長を加えた 2 人による医師の招聘活
動を何よりも優先してあげておきたい。これが実
践例としてどの程度あるかは把握していないが、
実状から言えば、最低限すべきことであろう。赴
任する医師も含めて互いの信頼関係の構築、維持

に重点を置けば、結果として医師に加えて、看護
師をはじめ医療スタッフの地域医療や病院経営に
対する意識にも一体感が生まれるのではないだろ
うか。
　なお、100 ～ 200 床以上の中・大規模病院の大
半における医師の厳しい労働環境およびそれに見
合わない給料の実態から言えば、沢内病院の勤務
条件は悪くないかもしれない。拘束時間は同様に
実質的に長いとはいえ、土・日曜日は応援医師の
受入れのためにそれなりに休日となり、診療科・
病棟は少なく、西和賀消防署救急出動状況（2004
～ 07 年度の年度平均 72 人）が参考になるように、
救急患者や時間外患者も少ないし、夜間の入院患
者ケアに対する負担も小さく、在宅医療という貴
重な経験も積むことができるし、若くして院長・
副院長に就任することもでき、リーダ―シップを
発揮しながら医療や病院を創っていくことも可能
である。さらに赴任当初は車で 1 時間弱の盛岡市
に居住するのも良いであろう。

おわりに
　本稿では岩手県旧沢内村「生命行財政」の歴史
的考察を中心にして過疎地域からみた医療行財政
の問題と課題を検討してきた。本研究の特徴とし
て、次の 3 点があげられる。
　第一に、旧沢内村の生命行政に関して先行研究
がカバーしてこなかった 1980 年代後半以降も含
めてトータルとして再評価したこと。この点を
フォローすると、1980 年代なかば以前に対象を
限定し、積極的な評価だけを与えてきた先行研究
の不十分さが顕著になる。
　第二に、一般・特別会計や病院事業会計を素材
に財政的、経営的な側面にも焦点を当てたこと。
本研究ではこうした農村・過疎地域医療研究にお
いて不十分な点を主として構造的分析を通してカ
バーし、同時に住民との関わりにまで踏み込んだ。
　第三に、面積（空間）、供給内容、経営形態な
どで都市部の医療と異なる点が多い農村・過疎地
域医療の研究全般に位置付けながら展開したこ
と。とくにその理論構築および議論展開の出発点
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として公的医療理念（医療像）や保健行政との関
わりなどを問い直した。
　「生命行財政」の分析を踏まえて過疎地域から
みた医療行財政の問題をあげれば、それを大きく
規定する沢内方式を構成する最も重要なシステム
のほとんどが残っていないことである。2005 年
の町村合併をもって、沢内方式はおおよそ全面的
に変質したと評価することができる。
　すなわち、第一に、保健婦の主体性の喪失、第
二に、首長（行政）、医師等（病院）、住民（患者）
の相互理解の欠如、第三に、健康管理課の解体、
第四に、老人医療費の窓口負担無料制度の終焉で
ある。
　保健婦の業務は今やかつてとは比べものになら
ないほど多様になり、存在意義は決して見劣りす
るものではないが、昼間の不在宅の増大等を背景
にして、自主的に各地区・家庭を訪問し、潜在的ニー
ズを見つけるようなことは激減し、他方で、担当
課・担当者や外部組織等への橋渡しとなるコーディ
ネーターとしての性格が強まり、とくに合併後に
事務職も実質的に兼ねるようになっている。
　増田進がかつて批判したように、政策や制度の
変更に振り回され、まるでそれらの歯車のように
働かざるを得ない存在になり、保健福祉課の設置
も保健婦の福祉部門サポートおよび事務職の縮減
に帰結し、他方で、彼女らの保健活動におけるリー
ダーシップはもはや見られないし、また特定の保
健婦が一人ひとりのライフステージに寄り添うよ
うなこともない 49）。
　新世紀に入って、旧沢内村内に開業医が誕生し、
沢内病院が競争関係に晒される側面は強くなり、
医師や看護師等にも経営意識が高まっているよう
であるが、あまりに乏しかったことは首長（財政）
サイドとの関係をより悪化させることになったと
考えられる。他方、とくに 1990 年代なかば以降、
一期交代の連続にみるように、首長が医師や住民
等に真正面から向き合わなくなっていったことは
根本的な問題であったと言わざるを得ない。
　生命行政および包括医療（保健・医療が福祉を
含む）の最大の供給主体である健康管理課の解体

が象徴するように、首長サイドにおいて国の地方
行財政（構造）改革、医療制度改革・医療費抑制
政策に対して、一つひとつ批判的に検討し、制度
的、政策的な影響を最小限にするような体制、条
件を備えるに至らなかった。
　これに対して住民サイドでは総体的に生命行財
政および沢内方式に対する過去の成果にもとづく
ある種の達成感、満足感や外部からの賞賛を背景
にしたその堅持の声がそれを再整理、再評価する
ためのアプローチの足枷になっていた、あるいは
意識を低下させていたのかもしれない。
　結果的に、強い批判を受けてきた沢内病院の累
積欠損金や老人医療費の窓口負担無料制度にみる
ように、首長（行政サイド）主導の町村合併によっ
て生命行財政をなかば精算するに至ったのではな
いだろうか。
　第五に、地域保健調査会の活動、保健委員にみ
る住民参加・自治の停滞または後退であり、前者
は依然として町の政策決定に影響力を持っている
ものの、自発的な調査、審議等はほとんどみられ
なくなり、それらの範囲も保健、医療、福祉の縦
割りのごとく個別化した。他方、保健委員（現在
45 名、報酬制）はかつてのように多病や貧困の
克服に奔走することはなく、活動量は縮減したも
のの、現在では精神疾患、虐待、孤立死、アル中
などの問題も深刻になっており、存在意義は高い
ままである。
　これに対して過疎地域からみた医療行財政の中
長期的な課題に関わって、「沢内病院を守る町民
大会」や「深沢晟雄の会」、「輝け『いのち』ネッ
トワーク」にみるように、生命行政の理念の継承
や住民参加・自治（意識）の実践は度々危機に直
面しながらも絶えることなく、近年、現代的なス
タイルで充実する可能性が高いと言えよう。両Ｎ
ＰＯ法人の活動において、町内外を対象とする、
高齢者福祉（介護）および児童・障がい者福祉（介
護）の組織との連携も強化しており、その広範化
にも期待することができる。
　両ＮＰＯ法人にみるように、これまで見られな
かったタイプの住民主体の組織が国主導の医療制
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度改革（医療費抑制政策）や行財政構造改革ある
いは「他自治体並み」や「身の丈行財政」への改
革などを批判的に分析、評価しながら、生命行政
や病院経営にも積極的に参画し、自らの地域・自
治体の立ち位置を誇りあるものにしていくことが
強く要請される。結果的に沢内病院が大規模な縮
小に至っていないのは生命行政の理念の継承や住
民参加・自治（意識）の実践によるところが大き
く、他地域・自治体が摂取すべき点である。
　旧沢内村と旧湯田町の合併はその協議の初期か
ら行政サイド主導で、国の地方行財政改革や医療
制度改革の影響が大きかったこともあって、生命
行財政に関する十分な議論を経ないまま実施され
た。少なくない合併協定事項が今なお実現してい
ないが、西和賀町の行財政において足枷になって
いる側面は否定できないであろう。わずか 2 町村
でもと言うべきか、あるいは 2 町村だからなのか、
終わりなき合併のなかで、生命行財政や沢内病院

（経営）に対する理解を巡る溝は依然として小さ
くなく、行政（首長）、病院（医師等）、住民にとっ
て継続的な対話は最大の課題である。
　これに対して、「深沢晟雄の会」と「輝け『いのち』
ネットワーク」の両ＮＰＯ法人および農山村地域
における全国的なモデルとして評価の高い町社協
が旧町村間および旧村民間の橋渡し役となり、生
命行政の原点に立ち返り、保健、医療、福祉を貫
く視点である社会教育（生涯教育）や青少年教育
を重視しながら、現代的な生命行財政を問い直す
ことが持続可能なまちづくりおよび自治体行財政
にとって不可欠であろう。
　生命行政や深沢村政を取り上げた映画が町内に
限らず、全国に向けたメッセージになったとすれ
ば、政策理念や住民意識など様々な点で多くを摂
取しながら、各地域・自治体に合ったやり方で実
践に移されることが望まれよう。沢内方式の歴史
的考察を踏まえると、事態はそれほど単純ではな
いが、青少年教育から社会人教育まで幅広いシス
テムの構築と実践が生命行財政にとって大きな分
岐になるであろう。
　住民主体を強調すれば、首長や自治体職員ある

いは院長や病院スタッフなども含めて地域ぐるみ
による「教育」は「共育（ともに、互いに育つ）」
であるべきかもしれない。
　農村・過疎地域における医療を取り巻く諸環境
を鑑みれば、沢内方式の現代的な再構築は総体的
にみて、短期的な課題とするにはかなり無理があ
ろうから、中長期的な課題としてあげられる。
　こうしたなかで短期的な課題を見出せば、例え
ば、現在、沢内病院および病院内にある包括支援
センターにそれぞれ保健婦（正規）が結果的に減
員でなく増員の形で配置されている。近年の法制
度改正に対応する性格が強いとは言え、保健婦の
質的、量的なあり方を見直す素材を提供しており、
彼女らの所属先のあり方まで議論することができ
るかもしれない。この場合、かつての沢内村のよ
うに医師に近い社会的地位の賦与、現在のように
デスクワークに忙殺される労働環境（「高度資格
職の雑用化」）の改善、高度な企画立案や総合調整・
評価に関する業務の増大を要請する場合の給与
ベースアップも併せて検討されるべきであろう。
　農村・過疎地域医療の中核的施設である公立病
院は地域社会や住民生活を維持する上からも、そ
の縮小、廃止は慎重にならなければならない。と
くに公立病院が果している社会的な役割を軽視し
て、経営を過度に重視する黒字化至上主義は地域
医療の公共性、非市場的性格の点から誤りである。
この点を留意しながら病院経営の効率化を追求す
る一方で、経営赤字の原因を明確にし、かつそれ
を踏まえて国、県は必要な財政措置を講じるべき
である。また、西和賀町の両ＮＰＯ法人にみるよ
うに、新たな住民組織が中心となって構築、強化
できるような行財政チェックシステムも重要にな
るであろう。

＊本稿は財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会　医療
経済研究機構の助成による。

【注】
1）　自治医科大学監修『地域医療テキスト』（医学書院、
　　2009 年、p.2）
2）　新井光吉「高齢社会における地域医療の持つ可能性」
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（経済学研究、第 69 巻第 5・6 号、2003 年 3 月、九州
大学）では都市型と農村型の区別を明確にしながら、
佐久総合病院（若月俊一）、国保沢内病院、京都堀川
病院、諏訪中央病院、大和医療福祉センター、公立み
つぎ病院などの地域医療における成果を整理したうえ
で、国保沢内病院や京都堀川病院の転機や諏訪中央病
院にみる地域医療の可能性を展開しており、文献レベ
ルによるフォローが中心であるものの、アプローチの
点で非常に興味深い。

3）　本論は拙論「日本の地域医療問題と地方自治体の役割
−農村・過疎地域医療へのアプローチ−」（岩
手県立大学総合政策学会『総合政策』第 12 巻第 1 号、
2011 年 1 月）、同「佐久総合病院・若月俊一と農村
地域医療の課題−人間発達の地方行財政に向けて
−」（立命館大学経済学会『立命館経済学』第 59
巻第 6 号、2011 年 3 月）、同「岩手における地域医療
の歴史と地方自治体の役割−県立病院等の成果と
課題−」（岩手県立大学総合政策学会『総合政策』
第 13 巻第 1 号、2011 年 12 月）などを踏まえたもの
である。

4）　及川『村長ありき』において、岩手県国民健康保険団
体連合会主催の「保健活動事業夏季大学」における深
沢村長の「沢内村における保健活動」と題する講演の
一部が紹介されている。「もう治療行政、いわゆる病
院というものは、これは保健活動の中の一作用に過ぎ
ない。私は二本立のものの考え方はとらない。保健活
動−保健行政一本でよろしい。その保健行政の一
つの具体的分野として病院というものがあり治療する
んだ、という考え方、それが非常に大切であろうかと
思うわけでございます。病気になった時だけ病院が必
要なんではなくて、病気にならないようにするのが病
院の本当の役割なんだ、もう病院の必要がないように
するんだ、というところにもう一切の焦点をしぼらな
くちゃいかん。」（p.170）

5）　大牟羅良・菊地武雄『荒廃する農村と医療』（岩波書店、
1971 年、p.182）

6）　前田信雄は著書『岩手県沢内村の医療』（日本評論社、
1983 年）において沢内村の保健活動の特色として、「自
治体責任としてこれを行なうこと」「村の健康管理課
に医師をも含めた技術スタッフを充実させ、長い経験
にもとづいた総合活動をしてもらうこと」「保健委員
と結びついた徹底した村ぐるみ活動」の 3 つをあげて
いる。（p.90）

7）　1935 年の村有診療所設立に始まり 38 年の県医薬連盛
岡病院附属沢内診療所、40 年県信販連花巻厚生病院
附属沢内診療所、44 年県農業会花巻厚生病院附属沢
内診療所、48 年済生会黒沢尻病院沢内分院付属沢内
診療所（経営委託方式）、 1951 年沢内村国保直営診療
所を経て、54 年に国保直営沢内病院に移行・開設と
なっており、沢内村国民健康保険沢内病院という正式
名称は 1976 年（昭和 51 年）からである。

8）　増田進『地域医療を始める人のために』（医学書院、
　　1989 年、p.109）他

9）　菊地武雄『自分たちで生命を守った村』（岩波書店、
　　1968 年、p.92）
10）沢内方式の実践・充実に関して、増田進にしたがえば、

住民「個々」に限らず、村「地域」として捉えること
ができる、「ゾーンディフェンス」によって、情報の
集中化（一元化）、責任の明確化、活動の効率化の点
で大きな効果をあげていったということになる。65
年に保健婦 2 人採用による 5 人体制まで増員したこと
にみるように、住民・地域本位の行革を行った点で積
極的に評価できよう。

11）  畠山富而は著書『野の花−岩手の母子保健に生き
た人−々』において「生命尊重への理想と理論を
医学的立場で支えながらも包括的医療を組み立てた
前・加藤邦夫院長（現在、仙台市衛生局理事兼次長）
がおり、その後を継ぎ、地域保健、医療体制を村民の
自覚に基く予防活動へと進展させ、一歩進めて健康増
進を慣行化へと定着せしめるかのごとく、土俗的・生
態学的背景を大切にしながら医は仁なりの活動を展開
している増田進院長がいる。」（p.214）というように
加藤、増田を説明し、「村長、院長一体の協力は『沢
内村方式の地域医療』を現在の姿に発展させ、地域医
療、保健のシンボル的位置になりつつある。」と評価
している。

12） 菊地武雄『自分たちで生命を守った村』（pp.134 ～
135）における病院沿革の整理を参考にしたが、西和
賀町ホームページの沢内病院サイトにおける病院沿革
と一部で異なる記述があるために、後者にもとづいて
修正している。

13）  前掲書『自分たちで生命を守った村』（p.202）
14） 保健活動費は保健婦設置費、乳幼児検診、医学生活

動費、営林署歯科診療所医師出張費、乳児・高齢者（60
歳以上）への 10 割給付分費用などからなる。

15） 沢内村で長年保健婦であった田中トシは論文「看護
婦・保健婦 35 年−村民の健康とともに歩む−」

（『沢内村奮戦記』）において、「健康相談も…地域から
の要請で出かけますので、回数も多く年間 150 回以上、
延人数で 5000 人を超えております。」「昭和 56 年 6 月、
血圧計の普及に関してのアンケート調査を行い、健康
管理課を通して各家庭から注文を受け、血圧計の斡旋
をしました。昭和 57 年 12 月末現在で血圧計の普及は
3 戸に 1 台の割合で持っており、これが脳卒中予防の
対策の一つとなり、…。」と述べている。なお、西和
賀町提供の資料をみれば、家庭訪問（保健福祉課分）
は 2006 年度延べ 839 世帯、07 年度 208 世帯、08 年度
383 世帯である。

16） 指田志津子『生命満つる里、沢内村』では「受診率
をみると、“人間ドック”開始以来、社会保険を含
むすべての 35 歳～ 59 歳村民の 59.2％（1977 年）、
61.9％（78 年）、52.8％（79 年）と極めて高い。この
3 年間の初回検診でみると、対象人口の 83％にあたる
1786 人が受診している。また、“人間ドック”開始ま
では、毎年 3 例ほどの胃ガン死亡があったが、以後、
受診者で胃ガンで死亡した人はいない。」と記述され
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ている。これに対して少し注意を喚起しておくと、沢
内村の方針は受診率の高さよりも、特定の対象者の数

（量）にあり、健康づくりに日頃関心を持たない、ま
た検診をめったに受けないような村民に「気付き」の
機会を与え、「対話」する点にある。

17）「増田進−『病気＝死』の村を日本一の健康村に
　 −」（中里憲保『地域医療の旗手』現代出版、1982 年）
18）  増田へのヒアリング（2010 年 12 月）では沢内病院勤

務時代に手掛けた独自の施策として、あまり一般化し
ていなかった訪問診療（往診も含む）、全村民の健康
台帳の整備、健康手帳の配布と利用（病院受付時な
ど）、都市の専門病院でしか実施されていなかった血
液透析、全成人対象の人間ドック、病院の福祉的利用

（社会的入院として批判の対象となる）、地域保健調査
会と保健委員会などがあげられた。

19）増田の地域医療の変化に対する批判は医療の高度化に
最もあらわれていると考えられる。高度経済成長に歩
調を合わせるかのように医療技術も進歩し、農村地域
の医療も例外でなく高度化、専門化してきた。住民（患
者）もそれを求め、高度な設備・器械がないと患者は
主に都市部のそれが充実した病院に流れる。「買った
機械の減価償却で病院が動き始めるわけです。」「機械
がひとり歩き始めます。機械が患者を作り始めます。
地域のニーズとか何かに関係なしに、肥大した病院が
病院の論理で動き始めています。」「自ら肥大しながら、
何かを食いながら肥大していきます。」（『地域医療を
始める人のために』pp.63 ～ 64）

20）沢内村『沢内村史上巻』（1991 年、p.72）
21）及川和男『村長ありき』（p.233）
22）中里憲保『地域医療の旗手』（現代出版、1982 年、
　　pp.73 ～ 74）
23）沢内病院では村外通院の患者の来院が増加するように

なり、1970 年代を通して 1 日平均外来患者数は 140
～ 162 人、入院患者数は 70 年代後半 30 人以上（78
年 37 人）である（一般病床 75 年まで 30 床、75 年か
ら 40 床）。村民の多くが沢内病院で受診するように
なったが、もちろん重症患者は最終的に村外病院に転
送することになるし、耳鼻科や精神科など複数の診療
科も村外病院での受診となる。これに対して沢内病院
の収支は 1964 年度から 72 年度まで 70 年度を除いて
黒字であったが、73 年度から 77 年度まで連続赤字で、
77 年度は 2,944 万円の赤字であった。78 ～ 80 年度は
黒字であるが、国保特会の収支とおおよそ逆の関係に
あったのが 1960・70 年代の特徴であった。（前田信雄

『岩手県沢内村の医療』p.188）
24）（社）全国自治体病院協議会の報告書に関して、村広

報は 1992 年 1 月号から 4 月号までシリーズ「病院経
営の方向−経営診断報告書から−」と題して
整理している。92 年 2 月号では「職員配置の適否は、
職員数と業務量とのバランスでも見る必要がある。ま
ず、医師について診療科別医師 1 人 1 日当り患者数に
ついて見ると、平成 2 年度実績では入院数で 8.8 人（類
似規模病院平均 8.6 人）、外来総数で 41.3 人（〃 32.3 人）

である。当病院は入院患者に対する外来患者数が多い
こと、更に平成 2 年度では医師が前年度より 1 名減に
なったこともあり、医師 1 人 1 日当り患者数では平均
を上回っている。また、部門別職員 1 人 1 日当り業務
量について見ると、看護部門、事務部門では入院、外
来とも平均を上回る量であり、そのほかの部門は診療
内容とも関連するが、薬剤部門では平均を上回り、検
査部門、放射線部門では平均を下回る業務量となって
いる。総合してみると、職員数と業務量との関係にお
いて著しく適性を欠いた部門は見られない。」と記さ
れている。

25）太田祖電は後年、論文「沢内村福祉行政の軌跡後編 3
−生命尊重の行政生命尊重こそは政治の基本
−」（『共済新報』42（8）、2001 年 8 月号、共済組
合連盟）において「私は、この病院問題の解決は、単
に病院の経営だけに視点をおかず、『生命尊重の行政』
を根本理念として、医療・保健・福祉・文化の総合化
による村づくりを、21 世紀の村政の基本にすべきで
あると、心から願っております。」と述べている。

26）保健師数は 1986 年度沢内村 4 人（湯田町 3 人）、96 年
度 3 人（同 3 人）、2005 年度 3 人（同 2 人）、06 年度
西和賀町 4 人、包括支援センター 1 人、10 年度 4 人、
2 人で推移している。09 年度には介護保険制度の予防
重視に伴って中心的役割を担うことが想定されている
包括支援センターの職員（ケアマネージャー兼看護師）
が病院へ配置換えとなり、他方で行政保健師が採用さ
れ、包括支援センターに配置、補充されている。また、
他にも、沢内病院で 09 年度より生活習慣病指導のた
め 1 名の看護師兼保健師が採用されている。

27）増田進『地域医療を始める人のために』（医学書院、
　　1989 年、pp.67 ～ 68）
28）  「三せい運動」とは一人ひとりがせえ、話し合ってせ

え、みんなでせえで「三せい」をあらわし、一人ひと
りが主体性をもち責任をもってとことん話し合って、
一致協力していくという意味であり、とくに公民館活
動のスローガンとなった。（指田、pp.156 ～ 159）

29）滝沢浩『議場の鬼−沢内村名物議長北島暲男反骨
の 46 年−』（めんこいエンタープライズ、2004 年）
を読む限り、土建政治家の性格が強いように思われる。

30）「広報さわうち」（1987 年 7 月 25 日）では北島の行政
改革推進委員会会長としての仕事から、彼の生命行政
に対するスタンスの一端を垣間見ることができる。行
政改革推進委員会が 85 年 8 月 12 日付で村長より諮問
のあった「村行政改革の推進について」のうち「村単
独事業の見直し」について、とくに老人医療無料化施
策に焦点を当て、慎重に審議し、87 年 6 月 26 日付で
答申したことが記されている。すなわち、「特に住民
意向調査の分析には時間をさき、住民の意思の反映に
努めた。住民意向調査では『継続』66.2％、『一部改
正で継続』25.8％、『廃止』8.0％の結果であった。」「本
委員会は、老人医療無料化は、沢内村で安心して一生
を暮らせる要因の一つである。また、老人医療無料化
は長年にわたって継続し成果を挙げた住民の誇りであ
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り、村づくりのエネルギーの根源である等の今日的意
義に立脚し、『むしろ積極的に継続すべき』という意
見が大勢を占めたことから『医療制度の激変がない限
り、現状のまま継続する』との結論に達した。」である。

31）国民健康保険運営協議会（村長の諮問機関）は①病院
条例、規則の制定または改廃に関する事項、②病院事
業に関する予算、決算に関する事項、③施設の運営に
関する事項などを取扱い、地域保健・医療・福祉に関
する重要事項の調査・審議等を行い村長に具申、答申
する地域保健調査会とは異なる組織である。

32）増田『地域医療を始める人のために』（p.16）
33）「かたくりの園」の施設パンフレットを見ると、生活

支援ハウス事業は「居住機能及び交流機能を総合的に
提供することにより、在宅の 1 人暮らし高齢者等を安
心して健康で明るい生活を送れるよう支援し、もっ
て高齢者の福祉の増進を図ることを目的としていま
す。」と記され、利用対象は町内に住所を有し、おお
むね 65 歳以上のひとり暮らしや高齢者夫婦、家族に
よる援助を受けることが困難で、高齢等のため独立し
て生活することに不安のある方々で、生活の場を一時
的に提供することに主眼があり、自宅で生活するよう
に食事や洗濯は自分で行うことになっている。本人の
希望が大半を占め、入居の理由としては除雪が大変な
ため、買物や通院等が不便なためといったことが非常
に多い。なお、「かたくりの園」に加えて「ぶなの園」
も運営している社会福祉法人やすらぎ会の 2009 年度
決算報告書をみると、経常活動収入で 3.1 億円である。

34）高橋典成・金持伸子『医療・福祉の沢内と地域演劇の
湯田−岩手県西和賀町のまちづくり−』（東信
堂、2009 年、p.40）

35）いのちの灯の集い実行委員会・NPO 法人輝け「いのち」
ネットワーク共催による老人・乳児医療費無料化 50
周年記念「いのちの灯の集い」（2010年12月4日～5日、
西和賀町沢内バーデン）における「生命尊重行政史検
証チーム（「いのち」ネットワークの研究事業）」の報
告（元沢内村保健師深沢久子担当部分）、高橋・金持『医
療・福祉の沢内と地域演劇の湯田』（p.65）

36）前田は著書『岩手県沢内村の医療』において、「『沢内
村は特殊で一般化できない』という声をよく聞くけれ
ども、この村の経験とやり方を直接にどこでも一般化
できないのは当然である。しかし、特定の地域を分析
して得られた理念とその必然性、事業の目標や組織原
理、財政原則や患者の利用状況などは、都市でも漁村
でも間接的だがそのまま応用できるものである。その
端的な例が老人医療無料化であったし、大きくみれば、
老人保健法のなかのいわゆる保健（ヘルス）事業の発
想も沢内方式の応用である。そして何よりも、こうい
うナショナルな政策を地域に根づかせるためには、特
性ある地域での個性をもつ活動の実態をよく認識して
おかねばならない。」（p.18）と述べている。

37）入院収入 1990 年度 97.6 百万円、94 年度 95.8 百万円、
98 年度 199.9 百万円、02 年度 225.5 百万円、06 年度
86.6 百万円の構成比をみると、入院料 57％、56％、

62％、63％、69％（86 年度 71％（給食料含））、給食
収入 19％、14％、9％、6％、7％、注射収入 8％、8％、
12％、11％、10％（86 年度 8％）、処置（治療）及び
手術収入 7％、11％、7％、11％、6％（86 年度 9％）、
投薬収入 6％、5％、3％、4％、3％（86 年度 5％）で、
入院料の増加に対して給食収入と投薬収入が減少して
おり、入院基本料の伸びが大きいと考えられる（検
査・X 線 86 年度 6％）。平均在院日数は 01 年度 22.2 日、
02 年度 23.4 日、03 年度 22.5 日、04 年度 22.7 日、05
年度 21.6 日、06 年度 21.3 日、07 年度 20.1 日である。
　一般外来収入 1990 年度 206.4 百万円、94 年度 255.7
百 万 円、98 年 度 389.9 百 万 円、02 年 度 350.2 百 万
円、06 年度 283.6 百万円の構成比をみると、投薬収入
47％、48％、50％、57％、65％（86 年度 46％）、再診
料 12％、16％、13％、10％、9％（86 年度 12％）、処
置及び手術収入 8％、10％、3％、4％、4％（86 年度
7％）、検査収入 7％、6％、12％、7％、7％（86 年度
10％）、初診料 4％、3％、3％、2％、2％（86 年度 5％）、
注射収入 3％、4％、3％、6％、3％（86 年度 3％）で、
投薬収入の増加に対して再診料、処置及び手術収入が
減少している（指導料 98 年度 9％、02 年度 9％、06
年度 4％、在宅診療順に 5％、3％、不明）。

38）病院事業会計の分析において歯科に関してほとんど記
していないが、沢内病院経営健全化検討委員会「沢内
病院の経営健全化に伴う今後のあり方に関する報告
書」（2003 年 2 月）で比較的詳細に現状分析されてい
るので引用しておきたい。「歯科部門については昭和
51 年の開設以来、虫歯撲滅運動など保育所や学校を
中心とした予防活動など行政（歯科予防センター）と
一体となった活動の中で、自前の技工室を確保しなが
ら義歯調整や治療においても正確さと短期間でのサー
ビスに努めるなど患者ニーズに応えてきた。現在は、
医師 2 名、歯科衛生士 2 名、歯科技工士 2 名、助手 1 名、
事務 1 名、計 8 名の体制で 1 日平均 32 人の患者の治
療にあたっている。隣の湯田町にも 3 施設の歯科医が
あり、そこに村の患者が流出している傾向にある。部
門別経営分析では、料金収入が経費の 47％しか見込
めない状況であり、これからも年間 30,000 千円以上
の赤字が恒常的に発生するものと推測され、病院全体
の経営を圧迫する大きな要因となっている。14 年度
は患者確保のため時間延長診療を実施し、そこに患者
が集中している状況も患者ニーズに応えた形となって
いるが、大きな収支の改善には至っていない。」なお、
2008 年度現在、歯科医師は 1 名である。

39）要介護認定者の内訳をみると、2000 年度で要介護 1 が
62 人、2 が 16 人、3 が 25 人、4 が 37 人、5 が 19 人、
01 年度で順に 66 人、32 人、21 人、34 人、25 人、02
年度で 71 人、27 人、24 人、28 人、21 人である。

40）1970 ～ 90 年代に勤務していた保健婦や看護師等に対
するヒアリングにおいて、いずれも健康管理課の時代
に保健、医療、福祉のスタッフの間の業務連携が最も
強固だったというコメントをいただいた。また、病院
内ではクリスマス会をはじめ住民・患者を交えたイベ
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ントも多く、職員もいわゆる「出し物」を行ったりし、
互いの距離感が非常に近かったようである。

41）「いのちの灯の集い」を 2007 年 11 月に 6 年ぶりに復
活させ、町民ら 100 人を動員し、それ以降、毎年開催
し、生命尊重・生命行政の理念の継承を目的に、講演会、
シンポ等を実施している。「いのちの灯の集い」の出
発点は次のとおりである。国が老人医療費を有料化し
た後も、村は無料化を継続したが、このことが全国的
に注目され、「無料化のシンボル」として全国から寄
付金が寄せられた。それを用いて 1983 年 12 月に「い
のちの灯」記念碑が建立され（無料化発祥の地の記念
碑として病院敷地内に建立）、その際、全国の有志が

「年一回沢内に集おう」と申し合わせ、84 年以降、毎
年「いのちの灯の集い」が開催されてきた。しかし、
十数年続いた後、立ち消えになっていた。そして、建
立 25 周年を 1 年後に控え 6 年ぶりに復活させたので
ある。時あたかも、障害者自立支援法、後期高齢者医
療制度が導入された時である。

42）行革大綱実施計画では「実施計画に盛り込んでいる公
共施設の見直しや事務事業の見直し、イベント等の整
理統合などについては、計画どおりの実施によって経
費の削減が見込まれますが、財政見通しの段階では現
状のまま推移するものとして計算しているため、財政
効果額の推計は行っていません。」「普通建設事業では、
19 年度以降については合併協定による建設計画搭載
事業をそのまま用いているため、事業の見直しによる
削減効果等は見込んでいません。」という断り書きが
ある。

43）1985 年にスタートし歴史のある人工透析は旧湯田町
の住民の大半も利用し、数少ない継続的な黒字部門で
あったが、2006 年 7 月より休止せざるを得なくなり、
09 年 4 月に再開している。

44）2006 年度の診療報酬改定において、入院収入の前提
となる看護師の配置基準が改定され、最も配置数を厚
めとした「7 対 1」入院基本料が創設された。

45）「町民病院の整備を行うにあたっての町民アンケート」
はその目的を「町民病院の整備を行うにあたり、町民
の医療機関受診状況等地域の医療ニーズについての調
査及び病院整備に対する住民の意見調査」とする。町
内在住の 20 歳以上の方（2011 年 3 月末現在 5,965 人）
を対象とし、無作為抽出による 1,200 人程度に調査
票が送付された（配布・回収ともに郵送）。調査期間
は 11 年 4 月 28 日から同 5 月 20 日までで、回収率は
58.3％（20 歳以上の町民に対する割合 11.7％）である。

46）「沢内病院の経営健全化に伴う今後のあり方に関する
報告書」において医師確保対策の一つに「岩手医科大
学との連携強化」があげられている。しかし、2009
年度の入学定員増かつ 10 年度の「地域枠」創設など
によって今後期待できるにしても、岩手県には全国で
唯一国公立の医大あるいは国公立大の医学部がなく、
岩手医大が私立で、かつ学費も 6 年 3,500 万円程度で、
高いことが問題としてあげられることが多い。岩手県
の所得水準は低く、いわゆるサラリーマンの子どもで

は入学できない。医師数も少なく、医師の子供も多く
ない。岩手県内の優秀な受験生の多くは県外に流出し、
そのまま帰ってこない場合も少なくないし、他方、開
業医の（祖）父（母）を持つ他県の受験生が入学し、
卒業後に岩手を離れ、あるいは残っても大病院が集中
する盛岡市にとどまることが多い。県外流出者が帰っ
てくる場合もおおよそ同様である。仮に県の公費で学
費の一部（医師養成コストの一部）を支援するにして
も、私大のために、一定の制約があるし、莫大な規模
になるので決して容易でない。

47）医療法における必要医師数の算定は非常に画一的で、
患者数だけが対象であり、時代錯誤しているといった
批判が多いので、ここでは参考までに言及すると、沢
内病院は最低 3 名となっている。 2004 年度「沢内病
院事業報告書」には「基準医師数はあくまでも一般診
療に対する医師標準数の目安であり、病院事業ではさ
らに村保健事業による各種検診の受託や在宅医療、介
護保険に関する居宅サービスや主治医意見書作成、特
別養護老人ホーム嘱託医など実際の医師の業務量に対
する医師数はさらに不足していることとなる」と述べ
られている。

48）2009 年 11 月の選挙を制し第 2 代目西和賀町長となっ
た最後の旧湯田町長は前回選挙の敗戦を受けて、今回、
旧沢内村の生命行政に一定の理解を示したが、12 月
の町議会定例会の冒頭の就任にあたっての施政方針演
述において、基本政策の第一の柱にについて以下のと
おり述べている。「住民の命と健康を大事にする保健・
医療・福祉行政の充実に取り組みます。自治体病院で
ある沢内病院と民間医院の連携と役割分担により、住
民の皆様により安心していただけるよう医療体制を提
供できるよう努めます。行政は今まで以上に医師、住
民と連絡を密にし、情報公開に努め、医療と保健福祉
分野との連動を図ります。一人住まいの高齢者や障害
者の生活状況に配慮するとともに、働く親への子育て
支援にも取り組みます。」（町議会会議録）

49）両町村の保健福祉課ベースで、健康教育（一般健康教
育、骨粗鬆症予防、病態別健康教育、歯周疾患予防な
ど）は旧湯田町の 2002 年度 120 回、1,454 人（延べ）、
03 年度 96 回、1,027 人、04 年度 84 回、1,047 人に対
して、旧沢内村は順に 263 回、3,417 人、283 回、3,016 人、
252 回、3,218 人で、健康相談（一般健康相談と重点
健康相談（糖尿病、病態別、歯周疾患、高血圧、高脂
血症、骨粗鬆症、介護家族健康相談））は旧湯田町の
02 年度一般 134 回、2,028 人（延べ）、総計 224 回、2,859
人、03 年度 84 回、1,417 人、185 回、2,311 人、04 年
度 89 回、1,399 人、182 回、2,470 人に対して、旧沢
内村は 75 回、1,041 人、279 回、3,698 人、100 回、1,680
人、319 回、3,551 人、78 回、1,508 人、281 回、3,531
人であり、依然としていくらか課題を抱えるものの、
旧沢内村から活動量に関して摂取すべきことは非常に
多い。
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